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会 派 自 民 党 要 望 項 目 一 覧 

平成３０年度当初分 

要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

１ 鳥取県財政について 

 
（１）地方交付税の総額確保について 

昨年５月、国の財政制度等審議会において『「経済・財政再生計画」の着

実な実施に向けた建議』が発表され、地方財政については、地方公共団体

の歳出総額は、平成 27 年度決算で 94 兆６千億円であり、国の一般会計決

算歳出額と同規模になっているから国の取組と併せて地方の歳出見直しに

取り組むことが重要であるとされている。 
平成 29 年度における国、地方のプライマリーバランスをみると、国が

20.8 兆円の大幅な赤字である一方、地方は、2.2 兆円の黒字で財政収支も均

衡しており、中長期試算においても黒字が維持される見通しと述べられて

いる。特に、長期債務残高の推移を見ると最近 10 年間で国は、300 兆円以

上増加したのに地方は微減・横ばいになっているとされている。地方交付

税交付金等の推移を見ても地方税収の増加により23年度以降減少が続いて

きたが、平成 29 年度は、対前年度で 2860 億円増の 15 兆 5671 億円となっ

ている。 
しかし、この基金を市町村ベースでみると当該団体の基準財政需要額と

比べて平成27年度決算では３割の団体が同規模以上の基金残高を保有して

いるが、これらの基金残高を保有している団体は、交付税不交付団体が多

く税源の偏在が明らかになっている。本県のように健全財政を徹底してい

る団体があることを強く主張することが大切だと考える。 
本県においては、人口減少の克服や地方創生を実現するための財源とし

て、地方交付税が必要不可欠である。かつて、財政力指数の低い 13 県が財

政基盤強化対策県議会議長協議会、いわゆる「貧乏県連盟」を結成して、

地方交付税の増額を勝ち取ることができた。 
地方交付税の総額を確保するため、財政困窮団体と共に今一度、国に対

し強力に働きかけること。 

 

 

 

 基金残高や長期債務残高などその総額だけを捕まえて地方財政に余裕があるかのごとき

議論は、各自治体の実情を無視した不適切なものであり、特に本県では財政調整型基金が減

少するなど厳しい財政状況の中、健全な財政運営に努めていることを今後も強く主張してい

く。 

地方交付税の総額確保については、全国知事会や地方六団体で引き続き要望していくとと

もに、財政窮乏県といった視点も交えながら、関係地方団体で要望するなど、総力を挙げて

国に対して強力に働きかけを行っていく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（２）地方消費税等の配分見直しについて 

平成 30 年度税制改正大綱には、消費税のうち都道府県に割り当てる地方

消費税について、税収を各都道府県に割り振る基準のうち、人口基準の比

重を高め、販売額による基準と５割ずつとする配分方法の見直しが盛り込

まれた。地方部に不利な従業者数基準を廃止し、販売額に比べ都市部への

偏りが小さい人口による配分比率が高まるため、大半の地方自治体では税

収が増えるが、税収減となる大都市の反発は根強い。 
また、平成 31 年 10 月の消費税率引き上げに合わせて廃止する方針が決

まっている地方法人特別税について、今年 12 月の税制改正に向け、再配分

の規模拡大や配分方法の見直しが検討されているが、こちらも大都市の反

発が予想される。 
次年度以降の本県財政の財源がより確保される税制となるよう、引き続

き国に要望していくこと。 

 

 平成３０年度与党税制改正大綱で、地方法人課税については「税源の偏在を是正する新た

な措置について、消費税率１０％段階において地方法人特別税・譲与税が廃止され法人事業

税に復元されること等も踏まえて検討し、平成３１年度税制改正において結論を得る」とさ

れたところである。 

 税収の偏在性が小さく、安定性や伸張性を備えた望ましい地方税体系を構築するために

も、平成３１年税制改正に向け、地方法人課税のあり方の見直しとともに、地方税全体の偏

在是正が実現できるよう、引き続き、国に要望していく。 

（３）森林環境保全税について 

政府が検討している「森林環境税」にかかわらず、全ての県民が享受し

ている森林の公益的機能を持続的に発揮させるため、森林環境を保全し、

森林を守り育てる意識を醸成する費用などに充てることを目的に本県が独

自に制定している「森林環境保全税」制度を堅持すること。 

平成２９年１１月県議会において、森林環境保全税の５年延長を承認いただいたが、その

際、条例の附則に「国による森林環境税（仮称）の詳細が判明したところで必要な検討を行

う」旨の規定を置いたところである。 

近年、森林環境保全税収を活用した間伐や放置竹林の整備等に対する継続した支援により

林業再生の効果が現れてきている。これらの現状も踏まえ、本県による森林整備の必要性に

ついて、県民や県議会の皆様の意見を伺いながら、検討を進めたい。 

２ 県政の諸課題について 

（１）地方創生総合戦略について 

地方創生総合戦略について、市町村、関係団体の取組を一層強化し、ニ

ーズの変化に対応しながら目標達成に向けた施策の見直し、充実、取組の

加速化を図ること。 

 

引き続き、県内の産官学金労言等と連携・協働しながら、総合戦略の効果検証の実施や施

策の見直しによる取組の充実を図り、本県地方創生の更なる推進・加速に向けて取り組んで

いく。 

（２）中山間地の小規模高齢化集落について 

小規模高齢化集落の限界集落化を防ぎ、将来を担う人材と期待される移

住者を確保し、地域が一体となって行う地域活性化の取組について、重点

的な支援を図ること。 

小規模高齢化集落の限界化に歯止めをかけるため、地域の将来像を住民が共有できる地域

プランの作成や、プランに基づいて実際の地域の担い手となる移住者の受入れ支援を行うこ

とができる制度を平成２５年度から設けており、これまで１８世帯４０名の受入れを行って

いる。 

今後も小規模高齢化集落が直面している課題が解決されるよう、さらに取組地区を増やし

ていく。 

・若者定住等総合支援事業            １６，０６２千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（３）移住定住について 

全国的に移住定住についての取組が進む中、本県を移住先として選んで

もらうための特色ある情報発信や移住相談を行う必要がある。主体である

市町村の一層の体制強化に向けて、県として必要な支援を図ること。 

これまで他県に先駆けて市町村における専任相談員の設置や、移住相談窓口の運営に要す

る経費への支援を充実し、移住対策を市町村と共に進めてきたことで、多くの移住者の受入

れにつながっている。 

本年度においても市町村からの要望を受けて、複数市町村が連携して行う情報発信の取組

への支援を新たに鳥取県移住定住推進交付金のメニューとして加えたところであり、今後も

市町村の要望も把握しながら共に移住施策をすすめる。 

・移住定住受入体制整備事業（移住定住推進交付金） ５０，０００千円 

（４）女性活躍の推進について 

男女とも働きやすく、能力が発揮できる職場環境づくりに積極的に取り

組む企業を、より積極的に支援することにより、ワークライフバランス・

働き方改革を推進すること。 

「男女共同参画推進企業」や「輝く女性活躍パワーアップ企業」の取組拡大を通じて男女

ともに働きやすい職場環境づくりや働き方改革を推進するとともに、女性活躍を推進するた

めの官民一体型ネットワーク「女星（じょせい）活躍とっとり会議」と連携し、子育てはも

ちろん介護しながら働き続けられる職場環境づくりも担う家族志向のリーダー「ファミボ

ス」の取組を強力に推進していく。 

・イクボス・ファミボス普及拡大事業        ６，０２９千円 

（５）災害時の要支援者対応について 

地域の特性や実情を踏まえて、避難行動要支援者名簿の情報に基づいた

要支援者個々の計画が策定されるよう市町村に対して、助言・指導を行う

こと。併せて、福祉避難所の設置に際して、透析患者など、治療が必要な

障がい者等に対する配慮がなされるよう助言・指導を行うこと。 

県では、従来から要支援者の個別支援計画の作成を市町村に働きかけてきていたところで

あるが、中部地震後は、事前に市町村に対して説明して理解を得た上で平成２９年６月に「鳥

取県防災及び危機管理に関する基本条例」を改正し、避難行動要支援者名簿情報の外部提供

について、当該市町村の条例に特別の定めを設けることなどにより、市町村は支援関係者間

での名簿情報の共有をし、個別支援計画の作成に努めることを明確に共有した。 

さらに、個別支援計画に代わり、地域住民が支え愛マップづくりを通じ、支援を必要とす

る者の情報を共有する取組を支援している。 

また、福祉避難所が円滑に開設、運営されるよう、障がい者団体や市町村と協議の上、本

県独自に「福祉避難所及び福祉避難スペース確保・運営対策指針」を策定し、福祉的支援が

必要な人への対応、腹膜透析者の透析場所の確保や医療機関と連携した透析患者への治療の

手配の配慮について示したところである。 

・支え愛マップを核とした地域防災力強化事業   １８,５０１千円 

・福祉避難所開設、運営体制整備事業             ２,７６５千円 

（６）原子力防災体制の強化について 

島根原子力発電所に係る原子力防災体制の実効性を向上させるために必

要となる資機材について、計画的・集中的に整備を図ること。 

 原子力防災体制については、平成２５～２７年度の中期整備計画の成果を基礎として、計

画的に整備を進めている。平成30年度は、運用力確保を目的とした新中期整備計画（平成２

８～３０）の最終年度として、必要となる資機材等について整備を行う。 

・原子力防災対策事業（大型車両除染システム整備費） ２２，３５６千円 

・原子力防災対策事業（車両用ゲートモニター整備費）１３，３９２千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（７）広域住民避難計画の実効性の向上について 

避難行動要支援者の避難のため、移動手段の確保と要請手順の明確化を

図り、広域住民避難計画等の実効性の向上に取り組むこと。 

 平成２９年７月に鳥取・島根両県と中国地方各県タクシー協会で福祉タクシー確保のため

の協定を締結し、現在、実施要領の作成について協議を行っている。さらに、バスやタクシ

ー等の乗務員の研修会の開催を予定している。 

・原子力防災対策事業（バス等乗務員研修費） ５，９６２千円 

（８）島根原子力発電所１号機の廃止について 

廃止措置計画に基づく今後の廃止措置実施について、実施状況を適宜確

認し、県民の安全を第一に対応すること。 

県では、安全協定に基づき、中国電力から廃止措置の実施状況について定期的に報告を受

けるとともに、現地での確認を行っている。引き続き安全協定に基づき廃止措置の実施状況

を確認し、県民の安全に万全を期す。 

（９）島根原子力発電所の安全対策について 

昨年７月、中国電力は島根原子力発電の南側を東西に走る活断層「宍道

断層」の長さの評価について、約２５キロから約３９キロに見直す考えを

発表した。周辺住民の不安を解消するため、中国電力に対して、県及び地

元自治体への丁寧な対応を求めるとともに、今後も、原子力発電に関する

計画変更等においては、安全協定に基づき、安全を第一義として県及び地

元自治体等に真摯な対応を求めること。 

宍道断層については、これまでも関係自治体への説明、本県独自の質問への回答、原子力

安全顧問による確認等を行っており、今後も、安全協定に基づき、中国電力に対して安全の

確保を求めるとともに自治体や住民への丁寧な説明を求めていく。 

 

（10）消防団活動に参加しやすい環境の整備について 

消防団活動に団員が参加しやすい環境を整えていくため、消防団活動へ

の理解と協力が促進されるよう、事業者や県民への啓発に努めること。 

引き続き、県広報やチラシ等の広報媒体を活用した消防団のＰＲや、防災フェスタ等のイ

ベントや地域での防災訓練等に消防団員が参加するなどによって、消防団の存在意義や役

割、活動状況について県民の理解を深めるとともに、消防団に親しみをもってもらう取組を

進める。 

更に、従業員が入団しやすい職場環境づくりのため、消防団協力事業所表示制度の導入を

未導入市町村に対して働きかけるとともに、協力事業所の増加に市町村と連携して取り組

む。 

・元気な消防団づくり支援事業      ４，９９１千円 

（11）生活交通手段の確保と利便性向上について 

少子高齢化や過疎化が進む中、生活交通手段の確保と利便性向上が求め

られている。市町村や交通事業者と一緒に地域が一体となった生活交通確

保の取組やバス補助制度の更なる充実を図ること。 

圏域ごとに、県や市町村、交通事業者、利用者代表等で構成する協議会で、住民にとって

利用しやすく将来にわたって持続可能な交通体系を構築するための公共交通網形成計画や

公共交通再編実施計画を策定中であり、その中で生活交通確保の取組などについて検討を進

めるとともに、併せて持続可能なバス補助制度の在り方についても検討を進めていく。 

・地方における新たな生活交通モデル事業  ９，３５９千円 

（12）県内鉄道の魅力の更なる掘り起こしについて 

ＪＲや若桜鉄道など、鉄道を核とした魅力発信を強化するとともに、更

なる鉄道の魅力向上につながる施策を積極的に展開すること。 

瑞風のブランド力や山陰初の観光列車「天地（あめつち）」、若桜鉄道の観光列車「昭和」

等を活用しながら、市町村や鉄道事業者、観光団体等と連携して、日本の原風景とも言える

鉄道沿線に広がる漁村や山村、初めて訪れてもどこか懐かしさを感じる駅舎、ふと降り立っ

た駅でふれあう地元の人々等、鳥取県ならではの鉄道の旅“鳥鉄の旅”の商品造成や地元住

民によるもてなし向上に取り組んでいく。 

・旅情あふれる”鳥鉄の旅”創造事業    ２７，７６７千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（13）私立学校施設整備について 

耐震化が完了していない学校について、耐震化に向けて引き続き働きか

けていくとともに、私立学校の魅力向上に資する施設整備について、新築

や移築についても補助対象にするよう検討すること。 

 耐震化が完了していない倉吉北高等学校及び米子北高等学校については、平成３０年度に

おいて耐震化工事を予定している。 

 私立学校の寮などの魅力を高める施設の整備については、平成２９年度より既存校舎また

は新たに取得した既存建物の用途変更に伴う改造事業を補助対象（県補助率１／３）とする

よう制度改正を行った。また、これらの整備に係る金融機関かからの借り入れを行った場合、

年１％以内、１０年間を限度に利子補助金を設けているところである。今後も、各私立学校

における検討状況を伺いつつ、支援について丁寧に対応していく。 

・私立学校施設整備費補助金       ３１６，８８１千円 

（14）私立学校の教育条件の向上と保護者負担の軽減について 

私立学校の教育条件の維持向上を図るとともに、国の動向を注視しつつ、

保護者負担の軽減を図る施策の充実を図ること。 

本県は私立中学校及び高等学校について、生徒一人当たり全国一の運営費補助を行ってい

る。 

また、私立中学校に対して私立高等学校と同様に県独自の就学支援金を支給している。こ

れは、本来は国において措置されるべきものであり、私立中学校についても就学支援金の支

給制度を創設するよう国に要望している。 

また、昨年１２月に国においてまとめられた「新しい経済政策パッケージ」の中で、私立

高等学校就学支援金について、消費税使途変更により財源を確保した上で、２０２０年度よ

り年収５９０万円未満の世帯を対象として授業料の実質無償化を実現することが盛り込ま

れており、引き続き国の情報収集を行っていく。 

・私立学校教育振興補助金    １，８６１，１７１千円 

・私立高等学校等就学支援金     ６５２，２１３千円 

（15）公立鳥取環境大学の改革について 

新たな中期目標を達成するための取組を強化し、大学の魅力・大学のブ

ランド力の向上に努め、入学者に占める県内出身者の割合と県内就職者の

割合を高めるように努めること。 

昨年１２月に議決された第２期中期目標を受けて、積極的な情報発信などによりブランド

力の向上を図り、県内入学率、県内就職率を高めるよう、現在公立鳥取環境大学が中期計画

を策定中である。 

県内入学率については、出前授業や在学生による母校訪問、教職員による高校訪問の充実

などにより増加を図るとともに、入試方法について検討を行うこととしている。 

また、県内就職率についても、「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋

事業）」に公立鳥取環境大学も一緒に取り組み、インターンシップの単位化や拡充等により

向上を図る。 

県としては、公立鳥取環境大学によるこれらの取組について、鳥取市とともに引き続き支

援を行っていく。 

・公立大学法人公立鳥取環境大学運営費交付金        ５１７，２４５千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（16）東京オリンピック・パラリンピックキャンプ誘致の推進について 

東京オリンピック・パラリンピック事前キャンプを、県内競技団体等と

連携しながら、対象国の競技関係者に積極的にアプローチし、鳥取県への

誘致実現に向けた取組を強化すること。 

事前キャンプについては、ジャマイカ（全競技）、クロアチアを拠点とするセーリングチ

ームのキャンプ実施が決まったところであるが、引き続き関係国への働きかけを行う。 

・キャンプ誘致推進プロジェクト事業（キャンプ誘致活動費）５，０００千円 

（17）スポーツの競技力向上について 

ジュニア選手強化等、各競技団体と連携を図り、更なる競技力向上に努

めるとともに、高校・大学卒業後の選手の競技活動を保障する環境づくり

に努めること。 

 ジュニア選手の発掘・育成から高校・成年段階での選手強化等、一貫した指導体制のもと、

競技団体とも連携して競技力向上に取り組む 

 また、県・県体育協会・市町村・学校はもとより、企業での雇用を促進するなど、卒業後

選手が競技活動を継続できる形での県内定着に向けて官民挙げて取り組む。 

・競技力向上対策事業                    ２６０，４３９千円 

（18）競技設備品の整備について 

競技設備品の老朽化や規格変更等により更新が必要となっている備品等

があるため、各競技団体からの要望を踏まえ、計画的に整備すること。 

競技に係る設備・備品の更新は、競技力向上に有効と考えており、競技団体の意見も伺い

ながら、緊急性の高いものから順次整備を進めていく。 

・競技力向上対策事業（国体等強化備品整備） ３４，８３６千円 

（19）二巡目の国体・全国障者スポーツ大会の開催について 

最大のスポーツコンベンションであり、競技力の向上、ジュニア育成に

も資する国体・全国障害者スポーツ大会の開催について、そのあり方等を

検討すること。 

鳥取・島根両県で日本体育協会と協議し、相互に協力して国体を開催する旨の説明を行っ

たところ。 

 今後、両県競技団体等への意見聴取、両県関係機関による連絡体制の構築など具体的な準

備に向けて、島根県との間で調整を進めていく。 

（20）地方創生に向けた社会基盤の整備について 

地方分権型社会の実現のため、未だ交通不便、輸送コスト競争で不利な

地域に対する社会基盤（高速道路、空港、港湾の整備、鉄道の高速化）の

整備について、引き続き国等に求めること。 

県内高速道路ネットワークのミッシングリンクの解消については、これまでも重ねて国に

対して要望を行ってきた。 

平成２９年１２月１８日にも鳥取西道路や北条道路及び地域高規格道路である山陰近畿

自動車道などの整備事業推進について要望を行ったところであり、今後も引き続き予算の重

点配分や調査の促進を働きかけていく。 

産業活動の基盤である物流拠点（空港、港湾）の整備は重要であり、今後も必要な予算の

確保に向け国に働きかけていく。 

山陰新幹線・中国横断新幹線については、全国新幹線鉄道整備法が１９７０年に制定され

て以来４８年経過しているにもかかわらず、基本計画路線に止まっている。国では、今年度

から新幹線の基本計画路線を含む今後の幹線鉄道ネットワーク等のあり方検討のための調

査を行っており、県としても基本計画路線に止まっている山陰の新幹線の整備計画路線への

格上げについて国交省に対し、引き続き要望していく。 

ＪＲ線の高速化や快適化については、ＪＲ西日本コンサルタンツ等の鉄道専門家や有識者

と意見交換しながら、ＪＲ西日本への働きかけなど、関係県、沿線市町村等と早期実現に向

けた取組を進めていく。中でも、ＪＲ線の高速化や快適化に向けては、国庫補助制度の創設、

拡充が不可欠であり、引き続き国に対して制度創設、拡充の要望を行っていく。 

・鉄道対策費                ３，９１５千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（21）外国人観光客の誘致推進について 

国際定期便の更なる誘客増加と県内空港チャーター便の誘致を進める施

策の充実強化を図ること。また、定期便臨時増便やチャーター便の定期便

化に向けて積極的に取り組むこと。 

 

平成２９年３月以降７０％以上の搭乗率を維持し、１１月には８４．２％の最高搭乗率を

記録した米子香港便、好調により冬季増便（１２／２３－３／２４）となった米子ソウル便

の利用により、個人客、さらには若年層の観光客が増えてきていることから、体験メニュー

や食のＰＲ、レンタカーツアーの提案、さらにはＳＮＳ等による情報発信の充実など、個人

客をターゲットとした取組を引き続き強化していく。また、東南アジアや欧米など、両定期

便の乗継利用による誘客についても取り組んでいく。 

県内発着のチャーター便については、鳥取砂丘コナン空港では、昨年９月～１２月の韓

国・務安からの連続チャーター便、米子鬼太郎空港では、１０月の韓国・ソウル、１１月の

ベトナム・ハノイ、台湾・台北と、積極的なチャーター便実施に取り組んでいるところであ

る。新年度においては、台湾の連続チャーター便実施を目指して調整を進めるとともに、近

年、訪日客数が増加し続けているシンガポールについて、本県初の相互チャーター便の実施

に向けて調整を進める。 

定期便の臨時増便は、既存の運航便数では旅客需要に対応できない場合に機材繰り等を検

討の上、航空会社の判断で行われる。県としては、航空会社に対して直接臨時増便を働きか

けるのではなく、そのように判断されるように定期便の利用促進に努めていきたい。 

・国際航空便利用促進事業           １５３，９８０千円 

・国際航空便就航促進事業            １１，２５０千円 

・外国人観光客送客促進事業           ４２，９２０千円 

・東アジア市場誘客事業             ６１，２５７千円 

・伸びるＡＳＥＡＮ誘客事業           １４，１００千円 

・ロシアからの訪日観光客拡大事業         ３，０００千円 

・東京オリ・パラ及びラグビーワールドカップを活用した誘客促進事業 

                         ２，０００千円 

・台湾市場誘客事業               １０，０００千円 

・シンガポール市場誘客事業            ９，０００千円 

・全世界に通用する鳥取県の魅力発信事業      ６，５００千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（22）増加・大型化するクルーズ船への対応について 

増加・大型化するクルーズ船の需要を満たし、今後も安定的な寄港数を

確保するために、寄港時の観光支援も含めた体制強化を図ること。 

 安定的な寄港数の確保のために、船社、ランドオペレーター（現地手配旅行社）向けに作

成する鳥取県ポートセールス用パンフレットを活用したツアー造成を働きかけるとともに、

寄港時の観光支援として、オプショナルツアーに参加しない個人客の取り込みに向けて、山

陰ＤＣと時期を合わせたＪＲ等と連携した割引企画切符や、主要観光地等を周遊するタクシ

ーやバスの運行支援など二次交通の充実を図る。 
・クルーズ客船受入推進事業            １，９００千円 
・観光周遊促進支援事業             ２３，１６１千円 
 クルーズ船の寄港増については、これまでの船社への誘致活動に加え、集客セミナーを開

催するとともに、旅客へのチラシ配布などによる港の魅力向上に取り組む。 
 また、受入施設については、中野地区国際物流ターミナルに１１万ｔ級大型クルーズ船の

接岸を可能とする係留施設が本年度末に供用開始予定であり、竹内南地区貨客船ターミナル

は平成３１年度末完成を目標に整備を進めており、更なる寄港回数増へ対応できるよう取り

組んでいく。 
・境港管理組合負担金（クルーズ誘致活動費など）３１，１８１千円 
・境港管理組合負担金（直轄港湾事業費負担金） ６８，７００千円 

（23）鳥取空港・米子空港への新規エアラインの乗り入れについて 

鳥取空港・米子空港への新規エアラインの乗り入れについての取組を積

極的に進めるとともに、米子空港へのスカイマーク便の復活についても協

議推進を図ること。 

鳥取砂丘コナン空港・米子鬼太郎空港への新規エアラインの乗り入れについては、粘り強く

航空会社に就航を働きかけていく。 

また、米子鬼太郎空港へのスカイマーク便の復活についても、再開を熱望する地元の声を伝

え、働きかけていく。 

（24）台湾との交流促進について 

台湾台中市で開催される国際花博覧会への鳥取県の出店について、実務

レベルの協議に早急に取り組むとともに、台中市との友好交流協定の締結

を含め、更なる友好関係の深化を図ること。併せて、台湾とのチャーター

便の運行に積極的に取り組むこと。 

平成２９年８月に「２０１８台中国際花の博覧会」に出展申込みを行い、出展内容や観光、

物産のＰＲ事業などについて関係機関と協議を進めている。 

台中市から招待を受けている１１月３日の花博開幕式への県代表団の派遣、芸能披露をは

じめとする文化、観光や物産のＰＲなど、花博を契機として台中市との交流がより促進され

る取組を当初予算で検討している。 

また、継続的に航空会社・旅行会社等へ働きかけ、チャーター便の就航につなげていく。 

併せて、台中市と幅広い交流が一層促進められるよう友好交流に関する協定の締結につい

ても検討を進める。 

・「２０１８台中国際花の博覧会」参加事業   １３，０６９千円 

・台湾市場誘客事業              １０，０００千円 

・国際航空便就航促進事業           １１，２５０千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（25）大山開山１３００年祭について 

大山開山１３００年祭について、関係市町村との連携強化を図り、一過

性のイベントとならないよう取り組むこと。また、鳥取県全体のイベント

という認識を県内全市町村と共有できるよう努めること。 

伯耆国「大山開山１３００年祭」事業における関係市町村との連携については、Ｈ２９年

７月から開催している大山開山１３００年祭市町村担当者コアメンバー戦略会議において、

切れ目の無いイベントの開催や催事素材のＨ３１年以降の活用を見据えた内容の検討など

を引き続き行い、連携強化を図っていく。 
 また、伯耆国「大山開山１３００年祭」実行委員会の開催を２月中旬に予定しており、関

係者が一丸となり一層機運醸成に取り組んでいく。 
県内全域からも多くの方に参加していただけるよう、東部を含めた県内全域でのＰＲを実施

していく。 
・伯耆国「大山開山１３００年祭」推進事業 １４３，３５７千円 

（26）城跡を活用した観光誘客について 

鳥取城や米子城など、城跡を活用した観光誘客について、関係市町と連

携して取り組むこと。 

鳥取城跡や米子城跡については、地元ボランティアガイドによる周辺の観光施設を含めた

周遊プランの提供等がなされており、県としても観光素材集などにも取上げＰＲしていると

ころ。鳥取・米子両市が策定した城跡の保存活用計画などに基づく取組をはじめ、そのほか

県内の城跡を活用した地元の取組について、関係市町と連携して情報発信など観光誘客に努

めていく。 

（27）大山周辺のサイクリングコース安全対策について 

大山周辺のサイクリングコースは、国内外から訪れるサイクリストが増

加しているが、自転車専用レーンがない一般道であるため、車と自転車と

の接触トラブルが起きている。ついては、路肩拡幅整備、注意喚起の標識

や看板の設置などの安全対策を講じること。 

大山周辺のサイクリングコースにおいて、快適で安全にサイクリングを楽しんでいただく

ための環境を整備することは必要と認識している。 

安全対策については、道路管理者や警察等と協議しながら交通量や道路の形状等を考慮し

た対策を検討していく。 

（28）瑞風を生かした地域振興・観光振興について 

ＪＲ西日本の豪華寝台列車「トワイライトエクスプレス瑞風」が昨年１

２月から本年３月までは、鳥取駅で下車し、旧吉田医院と鳥取民芸美術館

に立寄ることが発表されている。これを機に更なる鉄道「瑞風」や鳥取民

芸を生かした文化振興・観光振興策を講じること。 

平成２９年度に、旧吉田医院における屋外の塗装補修、鳥取民藝美術館のエアコン・照明

設置等の取組を支援するなどして受入環境を充実させたところであり、引き続き、瑞風ブラ

ンドを活用した鳥鉄の旅の推進により県内観光振興に取り組んでいく。 

・旅情あふれる”鳥鉄の旅”創造事業  ２７，７６７千円 

（29）幼児教育の無償化について 

国の動向を注視しながら、国制度の拡充に対応した県制度の見直しや余

剰財源を活用した新たな施策の実施を検討すること。 

幼児教育無償化の制度設計は平成３０年の夏頃決定される予定であり、国の動向を注視す

るとともに、並行して県制度の見直しや新たな施策検討について市町村と協議する。 

（30）保育士の確保について 

県内の保育士不足は深刻な段階にきている。保育士確保に実効性のある

現実的な取組を検討すること。 

保育人材の確保については、鳥取県保育士・保育所支援センターを中心に相談支援、就職

支援や就職準備金等の貸付等を行っているが、潜在保育士の掘り起こしの強化や現職保育士

の離職防止のためのセンター職員増員による広報・啓発活動も含めた機能強化、県外学生の

県内就職促進に向けた取組について当初予算による対応を検討している。 
・保育士確保対策強化事業       １４，８４２千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（31）子育て世代包括支援センターの充実について 

子育て世代包括支援センターが全市町村に開設されるよう、未開設の市

町に対して働きかけを強化すること。 

子育て世代包括支援センターについては、２市町を除く１７市町村で既に設置済である。 

未設置の２市町についても、県として設置要請等働きかけを行った結果、平成３０年度中

に設置予定とのことである。 

・とっとり版ネウボラ推進事業     ２５，０９９千円 

（32）ひとり親、生活保護、生活困窮世帯の学習支援について 

ひとり親、生活保護、生活困窮世帯の学習支援について、市町村と連携

し、市町村の実施しやすい支援スキームを検討すること。 

ひとり親、生活保護、生活困窮世帯（生活困窮世帯等）の子どもへの学習支援について、

国庫補助事業の対象とならない経費への単県補助を行うなど、引き続き、市町村の意見を聞

きながら支援してく。 

・学習支援充実事業           １，５８３千円 

・ひとり親家庭学習支援事業（単県事業部分） ５５１千円 

（33）喜多原学園について 

被虐待経験や発達障がい等を有する特別なケアが必要な児童の入所割合

が高まっており、入所中の支援のあり方や、退所後の他機関との連携方法

を検討すること。 

入所中の支援や退所後の他機関との連携に関すること等、喜多原学園全般における支援の

あり方について、平成２８年度から喜多原学園、児童相談所、青少年・家庭課の３者で協議

を継続しており、平成２９年度中に一定の整理を行う予定である。 

（34）発達障がい診療体制の整備促進について 

発達障がい診療の専門医への初診待ちが２か月以上という現状を改善す

る取組を強化すること。 

発達障がいの受診希望が専門医に集中し、初診待ちが２か月以上となっている医療機関も

あることから、地域の小児科医が発達障がいの診療を行える力をつけ、専門医と役割分担を

行いながら、身近な地域での診療を可能とする体制作りを平成２８年度から進めている。 

・発達障がい診療研修事業         ４６８千円 

（35）医療型児童発達支援について 

就園希望の発達障がい児の低年齢化と重症化が進んでいる。保護者への

就労希望も増加し、３歳未満児の利用が増加している。県立施設での療育

と平行して、地域の保育所等を支援することで、就園の機会の確保を図る

こと。 

 県立療育機関においては、市町村、保育所等とも連携しながら、児童を保育所への就園に

つなげる支援を行っている。就園につながるためには、保育所等での生活にスムーズに適応

できるかといった本人・保護者の不安を取り除くことが必要であることから、療育機関にお

いては、就園に先がけて保育所等での集団生活を想定した訓練メニューを実施している。 

また、保育所等に対しても、発達障がい児の特性や対応のノウハウ等について相談に応じ、

具体的な助言・指導を行う等の支援を実施しており、引き続き、利用児童の円滑な就園の機

会の確保に努めたい。 

（36）鳥取療育園について 

鳥取療育園は、平成３１年度をめどに新築される県立中央病院に移転予

定であるが、移転に際しては、現在対応できていない発達障がいに十分対

応できる施設となるよう取り組むこと。 

発達障がい支援に関しては、外来診療のほか児童発達支援事業である「エルマー」におい

て、主に未就学児とその保護者を対象とした小集団活動による適応訓練等を通じた支援を行

っている。 

今後は、県立中央病院の外来棟への移転に伴い、「エルマー」の対象者を未就学児だけで

はなく、就学児やその保護者に拡大する等のソフト面での支援の拡充について検討したい。 

（37）中部療育園について 

外来診療の増加に起因する駐車場、部屋数の不足という根本的ハード部

分の解決について、具体的に検討すること。 

昨年３月に設置した「中部療育園整備検討会」での検討結果を踏まえ、今後、中部療育園

の移転整備を行うため、当初予算による対応を検討している。 

 整備場所：（元）倉吉市立河北中学校（既存施設の改修） 

・中部療育園移転整備事業  ２２，８８６千円（設計委託料等） 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（38）鳥取県地域医療介護総合確保基金について 

国は地域医療構想達成に資する病床機能分化につながるハード事業につ

いて、交付金の重点配分をする姿勢である。同基金を財源とする訪問看護

養成事業等の必要性のあるソフト事業の継続のため、事業の必要性を精査

すること。 

地域医療介護総合確保基金（医療分）について、国は骨太方針2017において、従来同様、

病床の機能分化・連携の取組を進める都道府県に対し重点配分する姿勢を示しているところ

である。 

 本県としては、地域医療構想を実現するためには、病床の機能分化・連携と合わせて、在

宅医療の推進や医療従事者の養成・確保の取組が重要と考えているため、今後も継続してこ

れらの事業への基金配分を国へ要望していくとともに、地域の医療関係者等の要望を丁寧に

聞き取りながら、訪問看護師の養成等の必要な事業が実施できるよう努めていきたい。 

（39）医師確保対策について 

県内においても医師不足が顕在化してきており、県の医療体制の維持、

向上に支障を及ぼさないよう、医師確保について更に踏み込んだ取組を検

討すること。 

鳥取県内の医師確保に向けて、医師確保奨学金の貸与、医学生を対象とした地域医療体験

研修の実施、地域医療に貢献する人材育成等を行う鳥取大学医学部地域医療学講座への寄

附、鳥取県地域医療支援センターによる地域の医師確保及び医師のキャリア形成支援等を引

き続き取り組むほか、県外の医師・医学生の県内就業に向けた取組を更に強化することを当

初予算で検討している。 

・医師確保奨学金等貸付事業                        ２５６，７７０千円 

・へき地医療対策費                                １３３，０５７千円 

・地域医療体験研修推進事業                            １，２７３千円 

・次世代医師交流事業                                      ７９３千円 

・医師確保対策推進事業                                    ３０７千円 

・鳥取県地域医療介護総合確保基金事業 

（鳥取県地域医療支援センター運営事業）             ２０，４５３千円 

（寄附講座（鳥取大学医学部地域医療学講座）開設事業）３４，２００千円 

（40）看護職員等の充足対策について 

県内に就業する看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の確保

のため、修学上必要な資金の貸付けが行われているが、貸与者の県内就職

率、特に県外進学者の県内就職率の更なる向上を目指した取組を検討する

こと。 

県内就業促進を図るため、県内外の看護学生に病院等が開催する看護現場体験研修（看護

サマーセミナー）の周知を行うとともに、県外からの参加者の交通費を県が負担することを

当初予算で検討している。 

また、看護学生、再就業希望者が就業先の参考とするための看護職員就業施設紹介ガイド

ブックの作成・配布及び就職・進学ガイダンスの実施を当初予算で検討している。 

・看護職員等充足対策費 （看護サマーセミナー）     １４９千円 

・ナースセンター事業（県内就業施設紹介事業） ２，８３７千円 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士については、病床転換に伴う新規就業の促進のため

の地域医療介護総合確保基金を活用した事業を検討中である。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（41）盲ろう者支援センターについて 

盲ろう者等に対する相談支援を一層強化するとともに、盲ろう者向け生

活・コミュニケーション訓練事業の充実を検討すること。 

平成２８年度に盲ろう者支援センターを新たに設置し相談支援事業を開始した後、平成２

９年度からは相談員を１名増員し、相談支援体制を強化（２名体制）するとともに、新たに

盲ろう者向け生活・コミュニケーション訓練事業を実施している。平成３０年度からは盲ろ

う者向け生活・コミュニケーション訓練事業の実施体制の充実を図るなど、今後も各事業の

充実や継続的・安定的な実施に向けたセンターの体制強化のため、当事者団体等との協議を

行っていく。 

・盲ろう者支援センター運営事業 ３８，３２７千円 

（42）妊娠・出産・子育てに関する知識等の普及啓発について 

本県の人工妊娠中絶率は、全国１位であり、さらに性感染症は年々増加

の傾向にあるため、次世代の親づくり観点から、妊娠・出産・子育てに関

する知識や情報を提供し、自分ライフプランを描くとともに、子ども達の

性と生殖の健康を守りいのちの大切さを伝えることが必要である。ついて

は、これらの課題への対応として効果があると思われる未来のパパママ育

み事業及び今から始める！いつかはパパママ事業を継続実施すること。 

妊娠・出産・子育てに関する知識等の普及啓発については、これまでも知事部局、教育委

員会が連携して実施している。 

 知事部局においては、「未来のパパママ育み事業」により中・高生を対象として、「今か

ら始める！いつかはパパママ事業」により大学生を含む地域や企業の若者世代を対象とし

て、性や命、妊娠･出産等に関する普及啓発事業を県助産師会に委託して実施している。こ

の他にも鳥取大学医学部の学生などを中心としたピアカウンセラーを養成し、中・高生を対

象としたピアカウンセリングによる性や命に関する相談・カウンセリングなども実施してお

り、平成３０年度も引き続き事業を実施する。 

・健やかな妊娠・出産のための応援事業      ７，６０４千円 

（43）孫育てに対する支援について 

現在、祖父母は、若い親の子育てに対する感覚の違いなどが遠因となり、

関わり方への不安・戸惑いがあり、子育てに十分参加できていない。一方

で、若い母親のみの子育てでは虐待等が年々増加している状況にあるため、

祖父母が子育てに参加・協力する仕組みづくりが必要である。ついては、

祖父母が孫育てに積極的に参加できるようになるために必要な講座の開催

に対する支援を行うこと。 

平成２６年度より、祖父母の孫育てへの参加を促進するため、「お届けします！楽しい子

育て・孫育て講座事業」を県助産師会に委託して実施しているほか、同講座の資料としても

使用している祖父母手帳については、母子手帳交付に併せて交付することで、確実に祖父母

に届くようにしている。 

・地域少子化対策重点推進交付金事業 

（お届けします！楽しい子育て・孫育て講座事業）  １，２１９千円 

（44）「森のようちえん」への支援について 

「森のようちえん」は、森というフィールドを学舎として、子どもたち

が雨の日も雪の日も毎日森に出かけるという、全国から注目を浴びている

ユニークな子育て施策である。また、「森のようちえん」は、子どもたちの

森林保全意識の醸成、県内外からの移住促進といった効果も期待できるこ

とから、県内各地に取組の広がりを見せており、引き続き支援を検討する

こと。 
 

平成２７年度に創設した「とっとり森・里山等自然保育認証制度」において認証された園

（いわゆる森のようちえん）について、運営費及び保育料軽減に要する経費の継続支援に加

えて、平成３０年１１月に本県で開催される「森のようちえん全国交流フォーラム」の開催

経費の一部負担について当初予算による対応を検討している。 

・鳥取県自然保育促進事業           ２４，２１１千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（45）合計特殊出生率の数値目標設定について 

子育て王国を推進する鳥取県として、合計特殊出生率の数値目標を設定

し、その目標を達成すべく、あらゆる子育て支援策を講じること。 

合計特殊出生率については、総合戦略の重要業績評価指標(ＫＰＩ)に平成３１年度末１．

７４実現を掲げて取り組んでいる。 

引き続き保育料の無償化、小児医療費助成、不妊治療費助成など、各種子育て支援施策を

重層的に実施していく。 

・保育料無償化等子育て支援事業       ５１１，６６３千円 

・特別医療費助成事業費（小児）       ８８３，８４９千円 

・不妊治療費助成事業            １２９，１３０千円 

（46）保育士等の処遇改善について 

保育士や幼稚園教諭は、子ども達に質の高い保育・教育を提供する重要

な役割を担っているにもかかわらず、処遇がそれに見合っていないことか

ら、人材確保が困難な状況にあり、親も安心して、子どもを預けられない

弊害が生じている。ついては、保育士等の人材確保を図るため、現状を調

査し、処遇改善を進めること。 

潜在保育士の実態調査については、今年度中に県が実施し、保育現場への復帰が期待でき

る者に対し鳥取県保育士・保育所支援センターから復職に向けて働きかけを行う。 
処遇改善については今年度、国において新たな処遇改善が行われたところであるが、県制

度による１歳児加配保育士について正規職員単価適用要件を緩和し、施設全体で正規職員化

を進め、雇用の安定による処遇改善を図るよう当初予算による対応を検討している。 
・低年齢児受入施設保育士等特別配置事業（正規分）４１，２５０千円 

（47）市町村が行う子育て支援施策への支援について 

保育料や子どもの医療費の無償化等の出産や子育てに要する経済的負担

を軽減するための施策を推進すること。特に、現在行っている中山間地域

の保育料無償化事業については、都市部を含めた全県に対象を拡充するこ

と。 

中山間地域における保育料無償化事業は、子どもの数が少ないことや地域の活性化のため

の取組がより求められる中山間地域の市町村に限定したものであり、全県で全ての子どもに

対して保育料の軽減を行うことは、相当の財政負担を伴い実現が困難との市町村意見を踏ま

えると、県単独で全県に対象を拡充することは難しい状況にある。 

国における幼児教育無償化の議論を注視し、保育料無償化のあり方を検討していく。 

（48）訪問型産後ケア事業について 

産後の母親は、育児不安・母乳分泌不良等で、疲労やストレスを抱えて

いる。初期に助産師が訪問し、実生活に応じた支援を行うことで、母子関

係を良好に保つとともに、育児不安の減少、子どもの虐待、産後うつの予

防等にも効果があることから、訪問型産後ケアを実施するための支援を行

うこと。併せて、産後の母親のニーズの把握に努め、助産師による乳房ケ

アの実施等について検討すること。 

乳房ケアを含めた産後ケア事業については、各市町村で取り組めるようとっとり版ネウボ

ラ推進事業の対象事業としている。 

また、産婦の状況把握は、各市町村が新生児全戸訪問等を行う際に実施されているところ

である。 

産後うつ等に対するケアのあり方について、現在医師会と協力し、鳥取県健康対策協議会

の母子保健部会において検討を行っている。 

・とっとり版ネウボラ推進事業        ２５，０９９千円 

（49）助産師出向支援システムの構築について 

限られた助産師数で、全ての妊産婦と新生児により良い助産ケアを提供

するためには、助産師一人一人の助産実践能力を強化支援するとともに、

施設間での就業助産師数の偏在是正が求められる。ついては、安全・安心

な出産環境の整備のため、助産師出向システムの構築を図ること。 

医療機関における助産師就業の偏在解消や助産実践能力の向上等を図るため、助産師が他

の医療機関で業務を行う助産師出向支援事業を引き続き行うことを当初予算で検討してい

る。 

・助産師出向支援事業                       ２，０２６千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（50）医療行為等に対応できる事業所の確保について 

重度訪問介護サービスは事業所によって敬遠される傾向にあることか

ら、医療的ケアや強度行動障がいに対応できる事業所の確保に努めること。 

国の障がい福祉サービスに係る次期報酬改定において、事業所における常勤看護職員の配

置加算の拡充など重度者対策の充実が予定されている。県としても、医療的ケアや強度行動

障がいに対応可能な生活介護事業所等について整備が進むよう、国経済対策を活用した補正

予算により支援を行う。 

・【２月補正】鳥取県社会福祉施設等施設整備事業 １９２，０００千円 

（51）がん対策について 

鳥取県のがん死亡率は、全国平均と比較すると、恒常的に高い傾向にあ

ることから、がん検診受診率の向上対策をはじめ、早急かつ効果的にがん

死亡率を減少させる取り組みを強化推進すること。 
 

休日がん検診や個別受診勧奨の実施を行う市町村への支援などがん検診の受診率向上対

策や、がん医療従事者の育成支援などがん医療の充実に引き続き取り組んでいく。 

 また、当初予算において職域検診での胃がん対策を強化するほか、本県のがん医療の質を

さらに向上させるための事業を検討している。 

・脱・がん死亡率ワースト３事業          １２，１６１千円 

（52）アルコール依存症対策について 

アルコール依存症は、「否認の病」と称されるように、本人が認めないこ

とから専門治療を受けていない人が多い。内科、外科の診療時に早期発見

することが大切である。医療機関と連携し、治療が受けられるよう支援策

の充実を図ること。 

依存症への対応力向上に繋がるよう、一般診療科（かかりつけ医）における医療従事者を

対象にした研修を今後も実施していく。 
・アルコール健康障害対策事業 １４，８３５千円 

（53）生活困窮者への支援について 

生活困窮者自立支援法の適切な事業実施のための財政措置について、市

町村の意見を踏まえ、必要に応じて、国に働きかけること。 

平成２９年度、生活困窮者自立支制度の施策充実や財政措置について国に要望したほか、

国担当者と県・市町村担当者との意見交換会を開催した。今後も国制度の見直しの状況を注

視しつつ、必要に応じて国に対して要望していきたい。 

（54）原子力環境センターについて 

緊急時モニタリングに対応できる体制を整備するために、平常時及び緊

急時モニタリングの拠点となる原子力環境センターの更なる機能強化を図

られたい。 

島根原子力発電所に係る環境放射能モニタリングの拠点施設である原子力環境センター

（平成２９年度完成）にて、島根原子力発電所３０ｋｍ圏内の環境放射能の平常時モニタリ

ングを実施しているところである。今後、センター職員の更なる資質向上及び測定に必要な

機器の整備を行い、更なる機能強化を図ることとしている。 

・島根原子力発電所に係る環境放射能等モニタリング事業    １２４，２７４千円 

（55）鳥獣被害について 

ニホンジカの個体数半減に向け、年間９千頭以上の捕獲目標を着実に達

成できるよう取組を強化すること。また、そのための若手ハンター養成に

更に積極的に取り組むこと。 

ニホンジカの捕獲目標の達成に向け、有害鳥獣捕獲と指定管理鳥獣捕獲等事業による捕獲

を継続するとともに、国の事業を活用した、狩猟による捕獲への支援の創設について、当初

予算で検討している。 

 また、若手を中心とした即戦力となるハンターの確保・育成を進めるため、ハンター養成

スクールの開催回数の拡充と年齢制限の撤廃、ベテランハンターとのマッチング・指導制度

の継続、狩猟免許取得等に係る経費支援の継続についても、当初予算で検討している。 

・特定鳥獣保護管理事業（指定管理鳥獣捕獲等事業、狩猟捕獲支援事業）  ７３，３３０千円 

・鳥獣被害総合対策事業（シカの有害鳥獣捕獲に係る捕獲奨励金、緊急捕獲事業）６３，１４０千円 

・鳥獣捕獲者確保環境整備事業                              １１，１７４千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（56）カワウ被害対策について 

「鳥取県カワウ被害対策指針」に基づき、関係機関との連携を強化し、

更に対策を講じることで適正なカワウの個体数管理を推進すること。 

平成２９年３月に策定した「鳥取県カワウ被害対策指針」に基づき、関係課や有識者、関

係団体等と連携しながら、河川におけるアユの産卵場など保全エリアの設定と重点的な対策

を進めているところであり、営巣地でのカワウの捕獲やカワウの胃内容物調査による漁業被

害の検証、漁協への支援（漁協の実施しているカワウの追い払いに対する定額補助）、カワ

ウのモニタリング調査の継続について、当初予算で検討している。 

（57）燕趙園について 

中部地域の観光振興のためにも、燕趙園の役割や使命を再検討すること。

また、新たな指定管理者の選定に当たっては、再検討内容に基づいた役割

を指定管理者に求めること。 

中国庭園燕趙園は、鳥取県と中国河北省の友好提携５周年を記念して建設され、鳥取県中

部地域の観光施設の中核的な役割を担う施設として、集客促進、中国との友好・文化交流に

資する事業の実施に努めているところ。 

次期の指定管理の選定に当たっては、県中部の観光拠点施設としての役割をベースに、今

年度から受託者、県、湯梨浜町、龍鳳閣で行っている燕趙園周辺ゾーンの新たなにぎわいづ

くりについての検討状況や、運営に対する外部委員による評価結果などを参考にしつつ、指

定管理候補者審査委員会の意見を伺いながら進めていきたい。 

（58）山陰海岸ジオパークについて 

「ユネスコ世界ジオパーク」の認定審査に向けて、万全の対策を講じる

とともに、ハード・ソフト両面で鳥取県観光のコア資源という認識に立っ

た取組と整備を図ること。 

 「ユネスコ世界ジオパーク」は本県観光のコア資源であるとの認識のもと、日本ジオパー

ク委員会からの指摘を踏まえ、地域間連携強化に向けた事務局体制強化策等について、山陰

海岸ジオパーク推進協議会及び関係団体で議論を進めている。 

 世界ジオパークの無条件再認定に向け、引き続き議論を重ねていくとともに、山陰海岸ジ

オパーク海と大地の自然館の機能強化やジオガイド、自然体験指導者の育成など観光客等の

受入体制の充実を図っていく。 

（59）鳥取砂丘の魅力向上について 

昨年のポケモンＧＯのイベントの反省を踏まえ、イベントの期間、イベ

ント時の対応等、万全の取組を図ること。併せて、鳥取砂丘の魅力向上に

つながるイベントや取組を積極的に支援すること。 

ポケモンＧＯイベントについては、イベントの効果と様々な課題を総括し、実施体制も含

め関係者と協議を重ね実施の可否について検討していく。 

その他、鳥取砂丘でのイベント実施上の留意点や課題について関係者間で共有し、鳥取砂

丘の利活用に活かしていく。 

 また、鳥取砂丘の魅力向上につながるイベントや取組については、「鳥取砂丘新発見伝イ

ベント」として広く公募し、積極的に支援していく。 

・鳥取砂丘新発見伝事業      １０,２７１千円 

（60）犯罪被害者、性暴力被害者の支援について 

犯罪被害者、性暴力被害者の置かれた状況や社会的支援の必要性の認知

度向上を図り、安定した支援体制の構築を図ること。 

性暴力被害者が安心して相談できる支援体制を確立するため、鳥取県性暴力被害者支援

協議会が設置している相談窓口の機能強化（専用面談スペースの確保）について当初予算

で検討している。また、犯罪被害者等に対する県民の理解を促進するため、市町村や民間

支援団体等との協働・連携によるフォーラムや講演会を開催する。 

・犯罪被害者等相談･支援事業  １１，９５９千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（61）産業廃棄物最終処分場について 

県の産業振興に果たす産業廃棄物最終処分場の役割とその重要性をあら

ためて県民に周知すること。また、施設の安全性についても、審査結果を

あらためて県民に周知すること。 

産業廃棄物管理型最終処分場は、本県の産業振興のみならず、家屋建築、医療活動等、県

民の日常生活に必要不可欠な基礎的インフラであり、これまでも折に触れ周知してきたとこ

ろである。 
現在、淀江処分場事業計画については条例手続を行っているところであり、当該条例の中

で構造・設備等に係る県の指針への適合性について審査しているところである。最終的な施

設の安全性については、廃掃法に基づく審査を厳正に行い、その結果について、県民に周知

していくこととしている。 

（62）強い毒を持つ外来種「ヒアリ」への対応について 

県内における外来種「ヒアリ」への対応については、現在、境港、鳥取

港ともにヒアリと疑われるアリの確認はないが、昨年、岡山県でヒアリ約

200 匹が確認されたことからも、更なる注意喚起が必要である。特に中国

とのコンテナ貨物の取り扱いのある境港においては、定期的な点検や防除

体制を講じ、監視を継続する必要があることから、県としてその防除に万

全を期すること。また、在来種のアリが、ヒアリの定着を防ぐ可能性があ

ることも指摘されているため、生態系に配慮した防除体制の構築を図ると

ともに、県民に冷静な対応を呼びかけること。 

現在までにヒアリは県内で確認されていないが、特に侵入リスクの高い境港と鳥取港では

目視調査と粘着トラップによる定期点検を行っており、今後も継続的な監視を実施すること

にしている。また、在来種のアリの駆除につながらないよう、毒エサはヒアリの確認後に設

置する方針である。 

 万が一発見された場合の対応手順は国、県、関係市、港湾関係者と調整済であり、水際阻

止に向けた連携体制を整える等万全の防除を推進している。 

 県民に対しては、その生態や刺された場合の処置、適切な防除方法について広く周知を行

うとともに冷静な対応を呼びかけているところであり、学校関係にも教育委員会経由で周知

を図っている。 

（63）空き家対策について 

本県は、全国的に見て空き家率が多く、県内各地で空き家の問題が顕在

化している。老朽化した空き家は倒壊等による危険性のみならず、景観や

地域の防災・防犯、環境等、多くの問題を発生させる要因となっており、

市町村はその対策に苦慮している。ついては、危険家屋の撤去等への支援

等、市町村が行う空き家対策への支援を積極的に行うこと。 

老朽化や不適正な管理による危険空き家等の問題が顕在化していることから、利活用を

含めた空き家対策を早急に講じるため、空き家の実態調査や老朽危険空き家等の除却補助

を行う市町村への支援について、引き続き、当初予算による対応を予定している。 
 また、高齢化や所有者不明等の市町村が抱える諸課題の解決に向けて、県空き家対策協

議会を通じて専門家の助言や有益な情報提供等の支援を行い、市町村の取組促進を図ってい

く。他方、老朽危険空き家の抑制対策等として、県空き家利活用推進協議会の機能強化等に

ついて当初予算での対応を検討している。 

・空き家対策支援事業  ９，０００千円 

・空き家利活用推進事業  ２，５８４千円 

（64）鳥取砂丘ビジターセンターの整備について 

環境省が砂丘の東側と西側地域に整備を検討している鳥取砂丘ビジター

センターについては、それぞれの地域特性を考慮した上で、西側地域につ

いてもその役割を十分に果たし、活用されていく必要があり、国立公園と

しての鳥取砂丘全体の将来像を描き、大局的な見地に立った施設計画とな

るよう、国に働きかけること。併せて、鳥取砂丘ビジターセンターを有効

に機能させるため、国・県・市が連携し、その運営を充実すること。 

西側の施設計画については、鳥取砂丘グランドデザインに基づき、砂丘の楽しさを体験し

ながら、歴史、文芸、環境を学ぶ取組を進めるための施設となるよう、基本計画検討段階か

ら有識者を交え検討を行ってきた。今年度、その検討結果に基づき、基本・実施設計を県が

施行委任を受けて実施する予定であり、国と調整を行いながら進めることとしている。 

また、鳥取砂丘ビジターセンターについては、国・県・市が連携し運営に係る協議会を立

ち上げることとしている。砂丘全域の利活用については、ビジターセンターの開館を契機と

し、鳥取砂丘再生会議において、更に幅広な関係者で連携し、検討したいと考えている。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（65）中心市街地の活性化について 

県内において、中心市街地から郊外への人口流出や少子高齢化により、

中心市街地における「街なか過疎」という過疎化が進行している。魅力の

ある中心市街地の再生とさらなる活性化は大きな課題である。市町村と連

携し、中心市街地の魅力を高めていくための施策の展開や、大規模集客施

設等の整備を検討すること。 

中心市街地の再生と活性化に対しては、地域の中心拠点・生活拠点を形成し、持続可能な

都市構造への再構築を図る「都市再生整備計画事業（国補助）」や、都市機能の街なか立地、

空きビル再生等の整備を行う「暮らし・にぎわい再生事業（国補助）」等の活用を通じ、市

町村が実施するまちづくりへの支援を行っているところであり、今後も事業主体となる市町

村と連携を密にしながら、中心市街地活性化の取組を支援していく。 

中心市街地における集客施設整備など商業振興については、国庫補助事業の採択を受けた

事案への上乗せ補助及び商店街等での店舗出店や環境整備等への補助など、県・市町で連携

して取り組んでいる。 

（66）まちなかの賑わい創出について 

市町村と連携し、リノベーションの推進をはじめとした、まちなかの賑

わい創出に向けた取組をさらに推進すること。 

遊休不動産の利活用やリノベーションの推進などによる“まちなかの賑わい創出”を促進

するため、『物件の掘り起こし』や『居住者・事業者とのマッチング』を行う空き家利活用

推進協議会の機能強化や市町村との連携、人材育成の取組支援を進めていく。 

・空き家利活用推進事業       ２，５８４千円 

（67）人手不足の解消について 

誘致企業、県内企業の双方で人材の確保が大きな課題である。県立ハロ

ーワークの機能強化や人材育成支援施策など更なる充実を図ること。 

平成２９年７月に県立ハローワーク（米子・境港・東京・関西）を開設し、就職決定件数、

相談件数も着実に増加し、県内の有効求人倍率も上昇の一途をたどっていることから、県立

ハローワークを全県展開して機能強化を図ることを当初予算で検討している。 

県立鳥取ハローワークには、各県立ハローワークの活動を掌握する体制を整備し、学生を

含めた就職支援関連業務（就職フェア等）や助成金（正規雇用転換促進助成金等）業務、人

手不足解消に繋がる求職者掘り起こしのための出張ハローワーク等のきめ細やかなマッチ

ングを通じて、全県的な取組みの成果を出していく。 

来年度は検討会議を設置し、県内の各産業界のニーズ等をもとに、産業人材育成のあり方

及び各教育機関や訓練機関、企業等が連携して人材を育成する仕組の構築を検討する。 

・鳥取県立ハローワーク（鳥取・倉吉・八頭）設置事業 １８１，２４３千円 

・産業人材育成強化検討事業               ２，３１２千円 

（68）県外進学者の県内就職促進について 

県外進学者の県内就職を促進するため、県内企業の都市部での新卒者リ

クルート支援策を検討すること。併せて、県外進学者に対し、県内就職情

報の提供機会を増やす取組を更に強化すること。 

 大手就活サイト内に鳥取県の特設サイトを引き続き開設し、更に県内企業の若手社員を就

活サポーターに委嘱して都市部の学生へ鳥取県の住みやすさや働きやすさなどの魅力と県

内企業の情報発信を行うとともに、企業のリクルーター育成セミナーを開催し、県内企業の

採用力を向上させていくことを考えている。 

 県内中小企業が大手就職サイト等を利用する場合の一部経費の助成も引き続き行ってい

くこととしている。 

 高校卒業前に県内の就職情報等の送付を希望する保護者及び学生に対し県の就職サイト

「とりナビ」への登録を促進し、メールマガジン送信やサイト画面上での情報提供の強化等

を当初予算で検討している。 

・学生等県内就職加速化事業      ４４，０９３千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（69）生産性向上に対する支援について 

県経済を持続的に成長させるため、成長分野への進出等、経済波及効果

の高い事業の展開を支援するとともに、生産性を向上させ、労働人口の減

少をカバーするための支援策を検討すること。 

自動車、航空機、医療機器を成長３分野と位置付け、進出・参入のための設備投資支援や

産学連携による製品開発支援等により、県内産業の安定成長に向けた支援施策に取組んでい

る。 

 さらに、生産性向上については、平成２８年９月の中小企業庁との連携協定を契機に、県

版経営革新支援事業に生産性向上型の補助制度を設け、これまでに１３０件の県内企業の取

組を支援している。 

・企業立地事業補助金      ３，１４９，１７８千円 

・医工連携推進事業          ３２，２１２千円 

・鳥取県版経営革新総合支援事業   ９８０，１７１千円 

・「とっとりIoT推進ラボ」加速化事業  ５８，７６１千円 

（70）工業団地の整備について 

既存工業団地の分譲可能用地が少なくなっている状況の中で、市町村の

工業団地整備に対する取組に対し、新たに一歩踏み込んだ支援等を検討す

ること。 

工業団地再整備補助金制度は、市町村の意向を踏まえながら補助上限額の引き上げや対象

範囲の拡大など、支援内容の拡充を図ってきており、平成２８年度には、それまで補助対象

外であった立地企業決定前の団地整備について新たに支援対象としたところである。今後、

案件に応じ市町村と協議を進めていく中で柔軟な対応をしていく。 

（71）県版経営革新計画について 

県版経営革新計画の中に「働き方改革」枠を新たに設け、働き方改革を

推進すること。また、「新規創業」枠を設け、起業家の後押しをするととも

に、移住定住の新たな支援ツールとして「鳥取で起業」を位置付けるなど、

県版経営革新計画の充実を図ること。 

「働き方改革」への支援については、県版経営革新に新たな枠の創設を当初予算において検

討している。 

 なお、起業創業者向けの支援については、平成２９年６月補正での５０億円規模のファン

ドの創設や、女性起業家や革新的な創業者を伴走型で支援するセミナーの開催など、起業創

業に特化した施策を充実させてきているほか、ファンドの拡充やクラウドファンディングを

活用した起業家への補助などについて当初予算で検討している。 

・鳥取県版経営革新総合支援事業   ９８０，１７１千円 

・スタートアップ応援ファンド運営事業 ２,５００,０００千円 

・とっとり未来創造型起業支援事業 １７,５５１千円 

・起業創業促進事業 ３５,８６４千円 

・起業創業チャレンジ支援事業 ３９,３５４千円 

・とっとり起業女子応援事業 １,８１５千円 

（72）事業承継に対する取組について 

事業引継ぎセンターにおける事業承継支援に対する取組を更に強化する

とともに、事業を引き継いだ後継者に対する制度融資の創設等、支援策を

検討すること。 

事業引継ぎ支援センターの人員増員及び西部拠点の新設について、国に対して要望を行っ

ている。 

 また、事業承継に特化した制度融資の新設のほか、創業者や移住者による事業承継を支援

する施策等を当初予算において検討している。 

・制度金融費等（事業承継資金）     

・事業承継促進事業            ２６，７６４千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（73）中小企業経営支援について 

事業承継、海外展開、人手不足、生産性向上等、多様化・高度化する小

規模事業者の支援ニーズに対応するため、商工団体の経営支援専門員等の

人的配置等、更なる機能強化につながる支援を図ること。 

商工団体の体制強化については、平成２７年度当初予算において、県商工会連合会３名、

県内４商工会議所１３名を定数増員するとともに、経営支援に要する事業費の増額を行って

おり、この体制を維持継続するための予算を当初予算において検討している。 

・小規模事業者等経営支援交付金 

（商工会・商工会連合会、商工会議所）               ８６８，２５７千円 

・中小企業連携組織支援交付金（中小企業団体中央会）  ９９，５３５千円 

（74）若年者等への技能承継について 

建設業界において、特に若年技能者の確保及び技能承継が大きな課題と

なっている。課題解決に向けた取組を更に強化すること。 

若年者等への技能承継については、関係団体からなる共同体が若年者を一定期間雇用し、

現場でのＯＪＴ訓練や集合研修により育成した上で正規雇用化を図る取組を行ってきた。今

後も引き続き業界・企業等の意見を聞きながら取組を進めていく。 

・若年者等への技能承継事業         ２７，９４６千円 

（75）鳥取県未来人材育成奨学金支援事業について 

県内に不足している業種や資格の取得が可能な専門学校についても、鳥

取県未来人材育成奨学金の支援対象となるよう検討すること。 

本県から総務省に未来人材育成金奨学金助成の支援対象に専門学校を加えることを平成

２９年７月２０日に総務省に要望しており、今後、制度改正の手続きを進めることとしてい

る。 

・鳥取県未来人材育成奨学金支援事業 ２３６，８２５千円 

（76）母子・父子家庭等就労に対する支援について 

母子・父子家庭をとりまく雇用環境は依然、厳しく、一人で子育てと生

活を支える母子家庭等にとって、日常生活の経済的格差が生じている状況

にある。ついては、母子・父子家庭及び寡婦の安定した就業を確保するた

め、職業能力の開発促進や就労に関する相談の充実強化を図ること。 

 県立産業人材育成センターでは子育て中の求職者に対し、訓練期間中に子どもを保育所等

に預ける経費の一部を支援したり、通常より時間を短くした訓練を設けるなど、訓練を受け

やすい体制を整備しており、今後も引き続き取組を進めていく。 

また、県立ハローワークでは求職者一人ひとりの生活に応じた働き方の相談や求人企業に

対して勤務条件の調整を行うなどきめ細やかなマッチング支援を行っており、情報共有シス

テムや研修を通じて就業支援員のレベルアップを図っていくこととしている。 

 また、正規雇用転換促進助成金では、ひとり親の方を正規雇用した場合の加算措置を講じ

ており、県立ハローワークの相談業務と併せて正規雇用転換を促進していく。 

・職業訓練事業費                  ４７９，３０９千円 

・鳥取県立ハローワーク（鳥取・倉吉・八頭）設置事業 １８１，２４３千円 

・正規雇用転換促進助成金事業             ５６，３００千円 

（77）スキー場への支援について 

県内スキー場は大きな観光資源であるが、近年の雪不足などで経営が安

定せず、奥大山スキー場は廃止を含めて今後のあり方が検討されている。

スキー場経営安定のために、スキー場に対しての支援策を検討すること。 

雪不足等による事業者への影響については、その都度、資金繰り対策として制度資金や利

子補給補助などの支援を行っている。 

また、スキー場等の経営安定については、事業者からの要望に応じて、企業支援ネットワ

ークにより商工団体・金融機関等が連携して経営支援と金融支援を一体的に行うなど、個別

に対応していく。 



 20 

要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（78）地方創生への取組の各種団体との連携強化について 

地元金融機関による地域商社の設立など、金融機関が実施する地方創生

の取り組みに対して、県の商工施策と有機的な連携を図ること。また、県

内の中小企業者や農林水産業者及び商工会議所や農協・漁協団体との地方

創生の取組と県の施策との親和性を高める取組を積極的に推進すること。 

大都市圏への県産食材の販路拡大を目的とした地域商社の活動支援について、当初予算に

おいて検討している。 

・地域商社育成事業           １，８００千円 

また、県内の商工団体において、例えば地域のブランドアップを図る「中部発信プロジェ

クト」や「大山時間」プロジェクトなど地方創生に寄与する様々な取組を行っており、これ

らに対しても連携した取組や支援を積極的に行っていく。 

地方創生に資する取組については、関係団体等との連携をさらに深めながら、実効性のあ

る対策を講じていく。 

（79）重要港湾境港のポートセールスについて 

重要港湾境港の取扱貨物量の増加や環日本海定期客船の継続運航に向け

て、民間団体等との連携を図りながら、官民一体となったポートセールス

活動の一層の充実を図ること。 

境港のポートセールスについては、境港管理組合にポートセールス担当を配置して、荷役

企業と一体となってコスト・リードタイムの優位性を荷主に説明するなど取扱貨物量の増加

に取組んでいる。また、境港貿易振興会と連携し、荷主へ境港利用助成や東京又は大阪での

利用促進懇談会の開催等により利用の働きかけを行っている。 

環日本海定期貨客船航路については、環日本海経済活動促進協議会と連携して、首都圏で

の物流展示会出展及びロシアでのＰＲ等を実施している。 

引き続き、官民一体となった境港の利用促進に向けて、様々な機会を通じて、荷主企業及

び物流事業者等に対して働きかけを行っていく。 

・境港利用促進事業                ２３，８７０千円 

（80）食品加工業の強化について 

食品加工業においては、従業員も含め人材不足が深刻であり、黒字経営

で販路があるにもかかわらず、施設の老朽化のために廃業を迫られる事業

者が存在する。県内の食品加工業の強化を図るため、そのような事業者が

事業を継続できる支援策を検討すること。 

食品加工業のみならず、中小企業者の設備更新が進んでいないことが生産性向上の阻害要

因になっている現状を踏まえ、制度融資や補助制度（県版経営革新〈生産性向上型〉）等で

老朽化した施設設備の更新を支援している。 

 また、設備の老朽化による廃業につながらないよう、事業承継も含めた個社ニーズに対応

した経営支援を、とっとり企業支援ネットワークの枠組み等により進めていく。 

（81）宮城全共の成果を更に高める鳥取和牛ブランド戦略について 

第 11 回全国和牛能力共進会宮城大会において、「白鵬 85－３」や「百合

白清２」などの系統和牛の活躍と官民一体となった取り組みにより大きな

成果があった。これを機に、鳥取和牛をトップブランドに高めるため、食

肉卸売市場、食肉卸売業者や消費者に対し積極的なＰＲを行うこと。 

第１１回全国和牛能力共進会宮城大会での「肉質日本一」の成果を消費者にＰＲするため、

首都圏百貨店での鳥取和牛の販促、レストランでの「鳥取和牛フェア」、羽田空港や県内空

港、駅での広告の掲示、県内旅館宿泊者への「鳥取和牛」のプレゼントを行うキャンペーン

などのＰＲを実施している。食肉卸売市場、食肉卸売業者については、首都圏での「鳥取和

牛」販路開拓の充実強化を図り、さらなる拡大と支援強化に向けて当初予算において検討し

ている。 

・鳥取和牛ブランド強化対策事業       １６，２４８千円 

・鳥取和牛トップブランド化事業       ２０，０００千円 

・「和牛王国とっとり」推進事業         ８，５５０千円 

・「食のみやこ鳥取県」メディア発信事業   ２０，５４７千円 

・「鳥取の逸品」キャンペーン事業       ６，０００千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（82）日欧ＥＰＡの大枠合意による影響と対応について 

県内農林水産関係に影響が懸念されるため、今後見込まれる国による影

響試算や対策動向等の情報収集に万全を期した上で、農林水産業等への具

体的な影響を精査し、国に必要な対策を働きかけること。また、県として

も、農林水産業の持続的な発展のため、本県独自の取組を検討すること。 

国による対策動向や影響試算を詳細に把握した上で、本県における影響試算を行ったと

ころであり、「畜産クラスター事業」や「産地パワーアップ事業」など国事業をしっかり

活用しながら、県独自対策に取り組む。 

その上で、国内農林水産業への影響を過小評価しないよう、適宜必要な見直しや対策を

講じることについて、生産者や関係団体の意見等を踏まえ国に対して求めていきたい。 
・【２月補正】担い手確保・経営強化支援事業              ２２０，０００千円 
・【２月補正】産地パワーアップ事業                  ２２０，０００千円 
・【２月補正】鳥取型低コストハウスによる施設園芸等推進事業 ３２８，０００千円 
・【２月補正】畜産クラスター施設整備事業          ２８９，１６５千円 
・【２月補正】鳥取和牛改良試験研究棟整備事業        ４９０，７９４千円 
・【２月補正】林業・木材産業強化総合対策事業           １，５９６，４９３千円 
・【２月補正】特定漁港漁場整備事業                ３，３７４，０００千円 
・＜農業生産１千億円達成総合対策事業＞戦略的園芸品目（白ネギ）総合対策事業 

３０，５３９千円 

（83）九州北部・秋田県における記録的豪雨を踏まえた災害対策について 

昨年の九州北部や秋田県での記録的な豪雨の様な常識を覆す自然災害が

多発し、土砂災害のみならず、ため池の決壊や流木に起因する浸水被害な

ど、複合的な要素により甚大な被害が生じている。複合的な災害への対策

が求められており、市町村とも連携して、従前の災害対策を早急に検証し、

必要な見直しを行うこと。また、県は、九州豪雨を受け、豪雨災害で流木

が被害を拡大させた点を重視し、流木危険箇所の洗い出しを図っていると

ころであるが、治山は農林水産省、砂防は国土交通省という従前の対応で

は対処仕切れない複合災害が増加していることから、省庁横断的な防災対

策を国に対して強く働きかけること。 

九州北部豪雨などの記録的な豪雨を教訓に、市町村と県による「防災対策研究会」を開催

し、大規模水害を想定した避難場所の緊急点検・追加指定を行うことや、適切な避難行動の

普及を目的に、県で行う新聞広告や県政だよりを参考に各市町村が広報等を実施している。 

 また、３大河川圏域ごとに設けている減災対策協議会において、国や市町村などと連携し、

大規模洪水や中小河川における水害に加えて内水被害も想定した概ね５年で実施する具体

的な取組（アクションプラン）を策定し、今後、市町村の区域を越えた広域避難等について

も話し合うこととしている。 

流木対策については、必要な箇所（トラブルスポット）について、各関係機関が連携した

森林・河川・砂防・農業用ため池等の横断的な対策を検討中であり、市町村とも連携しなが

ら、流域一体となったソフト・ハードの流木対策を実施していくこととしており、その実施

に向けて制度の拡充などを国へ要望していく。 

 なお、国土交通省と林野庁は、都道府県と連携し、透過型砂防堰堤の設置、渓流部の立木

の伐採、河道掘削、水位計の設置等を進める緊急対策プロジェクトを公表するなど、省庁横

断的な防災対策を始めている。 

本県でも、本プロジェクトに基づき、今後概ね３年間で重点的に対策を実施できるよう交

付金等の予算確保に努め、実施していく。 

※ため池については、平成２９年７月に国（農林水産省）に対して調査計画事業の制度化と

予算確保、流木流入対策の事業制度創設について要望済。 

※砂防については、平成２９年１２月に国（国土交通省）に対して砂防･治山が連携した流

木対策推進のために必要な予算の確保と重点的予算配分について要望した。 

・適切な避難行動推進事業             ７１，５００千円 

・総合的な流木対策検討事業（ため池・河川・砂防） ９７，９８５千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（84）過疎化が進む農山村への対策について 

県の想定を超えて、急速に過疎化が進む農山村においては、若年層人口

の流出と減少に歯止めがかからず農村集落の機能維持が困難となる限界集

落が発生している。老朽化する農地、農道、農業用水路といった農業生産

基盤の受益者自体が減少する中で、その維持管理は大きな課題である。県

土の保全、農村集落の維持という観点からも、過疎が進む農山村への農業

生産基盤施設の維持管理にかかる受益者負担金のあり方について、持続可

能な対策を講じること。 

農業生産基盤施設の維持管理については、地域ぐるみで維持管理を行う多面的機能支払や

中山間地域等直接支払に取り組んでいただくよう、引き続き市町村等と連携を図りながら推

進していく。 
また、農業生産基盤施設の改修や修繕を伴う場合については、当該施設が果たしている農

業・生活・防災機能などの地域の実情を勘案して、市町村や地元関係者等と十分に協議・調

整を図りながら、地元負担が軽減できるよう検討していきたい。 
・多面的機能支払交付金事業           ８５４，２９５千円 
・農地を守る直接支払事業（中山間地域等直接支払）８４２，４９２千円 

（85）ため池の浚渫について 

近年、農家の高齢化や若い担い手の減少等により、ため池の維持管理作

業が十分にできない状況にある。ついては、引き続き、ため池の浚渫に取

り組むこと。 

平成２７年度から日本型直接支払等による維持管理体制の強化を前提に、堆積土の除去が

行えるよう単県事業を実施しており、引き続きため池の浚渫を支援してきたい。 

・ため池防災減災対策推進事業          １４，７５０千円 

（86）水田農業対策について 

米の需要量の減少が続くと見込まれ、今後も需給が改善しないことが懸

念される。また、2018 年産以降は、国による生産数量目標の配分が廃止さ

れる。飼料用米等への転作や新たな販路開拓、規模拡大によるコスト削減

等の総合的な水田農業対策に取り組むこと。 

県は、水田のフル活用を進めるため、飼料用米、園芸品目等への転作、販路拡大、コスト削

減等について、次のとおり当初予算において検討している。 

【水田フル活用支援】 

・＜農業生産１千億円達成総合対策事業＞戦略的園芸品目（白ネギ）総合対策事業 
３０，５３９千円 

・＜農業生産１千億円達成総合対策事業＞園芸産地活力増進事業     ６４，２７４千円 

・薬用作物等生産振興対策事業                            ４，４４８千円 

・有機・特別栽培農産物等総合支援事業                           ３，３６２千円 

・経営所得安定対策等推進事業                                  ９５，０００千円 

（販路開拓等支援） 

・鳥取県産きぬむすめ等ブランド化戦略推進事業                  ３，５５０千円 

・プリンセスかおりブランド化戦略事業                     ３，０００千円 

【コスト削減支援】 

・稲作農業の低コスト実証モデル事業                          ２９２千円 

・＜農業生産１千億円達成総合対策事業＞みんなでやらいや農業支援事業 １９７，７０２千円 

・中山間地域を支える水田農業支援事業                        １２，０００千円 

・集落営農体制強化支援事業                                    ３２，２４４千円 

（87）県産材の利用促進について 

木材生産、製材、流通、木造設計、建築施工などのいわゆる川上から川

下が一体となった「太い県産材の利用ルート」を構築し、付加価値と収益

力の向上に向けた取組を行い、県内の充実した森林資源の利用促進を図る

こと。 

本年度から、日野川流域で川上から川下までが一体となった「林業成長産業化地域創出モ

デル事業」に取り組み中であり、来年度、千代川流域においても同様の取組を行う計画が検

討されている。 

県としても、こういった取組を広げ、県内各地域の成長産業化につなげるよう取り組んで

いく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（88）県職員獣医師の確保について 

近い将来、大量退職が見込まれる県職員獣医師の確保に向けて、戦略的

に対応すること。 

獣医系大学生の鳥取県ふるさと獣医師確保修学資金の利用者を毎年２名ずつ増やすこと

で県職員獣医師確保につなげていくとともに、鳥大での公務員獣医師業務説明会、鳥大等の

インターンシップ受け入れなど公務員獣医師業務の魅力について理解を深め、県への就職を

促している。 

 県内の高校生を対象とした獣医系大学進学セミナーを開催し、県出身の獣医系大学学生を

増やし、県への就職数を増やす取組を行っている。 

（89）ジビエ料理の普及推進について 

 有害鳥獣をジビエとして有効活用し、地域特産品等に育成し、売り出し

ていく取組の支援強化を図ること。 

先進地である東部の「いなばのジビエ推進協議会」及び新たに立ち上げる県中西部のジビ

エ振興 組織の活動を支援し、ジビエ活用の取組を全県に展開するとともに、レストランフ

ェアやジビエをテーマにした料理対決イベントの開催等により、県内外でのジビエのＰＲ・

販路開拓等を進め、更なるブランド化と普及を進める。 

・とっとりジビエ全県展開推進事業     ２２，９８１千円 

（90）公共工事の下請契約の適正化について 

「鳥取県建設工事における下請契約等適正化指針」の実効性確保に向け

て、下請契約に必要な法定福利費を確保するなど、適正な下請契約締結に

対する指導を強化すること。 

県の設計額には、社会保険料等に相当する額を計上し、下請契約に必要な法定福利費の確

保に努めている。 

平成２７年３月には「鳥取県建設工事における下請契約等適正化指針」を制定し、少なく

とも県設計の直接工事費と法定福利費を合算した額以上の下請契約に努めることや標準見

積書を活用するなどを契約条件とするよう指導している。 

今後も、契約時において受注者に対して法定福利費の下請に対する適正な支払を指導する

と共に、現場実態調査員による施工体制調査を行いながら、元請業者と下請業者による適正

な契約の確保に向け、必要な指導等を行っていく。 

・建設業健全発展促進事業         １８，５７９千円 

（91）浸水が常態化している勝見川の被害解消について 

勝見川の被害解消を図るために策定された「浜村川水系河川整備計画」

の着実な進捗を図ること。 

浜村川水系については、平成２９年１月に河川整備計画を策定し、平成２９年度から整備

計画に基づき、浜村川下流及び勝見川放水路の調査設計を行っているところであり、引き続

き、優先順位を考慮しながら、河川整備を着実に推進し、浸水被害の軽減を図っていく。 

・浜村川河川改修事業           ５０，０００千円 

（92）除雪について 

昨年１月、２月の記録的な大雪の教訓を踏まえ、国・市町村・除雪業者

と綿密に連携をとり除雪に当たること。特に、新たに設定した「重点区間」

や見直した「車道の除雪基準」に基づいて、除雪が効率的に行われるよう

最大限に取り組むこと。 

平成２９年１月、２月の豪雪時の教訓を踏まえ、国、県及び市町村をはじめとする各関係

機関による「冬期道路交通確保対策会議」を平成２９年１０月１６日に開催し対応策をとり

まとめ、異常降雪時の行動計画に基づく雪害対応訓練を実施しているところである。 

 県においては除雪計画、除雪体制の見直しを行い、国、市町村をはじめとした関係機関に

よる除雪対策協議会を開催するとともに、新たに設定した「重点除雪区間」や見直した「車

道の除雪基準」については、地方機関毎に開催する除雪運転技術講習会、除雪受注業者への

説明会において説明し、除雪作業が効率的に行われるよう取り組んでいる。今後も引き続き、

降雪期における除雪が効率的に行われるよう関係機関と連携を図っていく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（93）台風 18号及び 21号による県内の被害状況と対応について 

台風 18 号は農林関係で 10.3 億円、公共土木被害で 16 億円など、県内に

甚大な被害をもたらした。台風 18 号及び 21 号による県内の被害状況を的

確に把握するとともに、農林水産関係、公共土木関係、民間等の被害状況

に応じ、国の災害公共事業の対象にならない場合は、単県費での対応を検

討するなど、迅速かつ丁寧な対応を講じること。 

台風１８号及び２１号に係る被害状況については調査を完了し、緊急対応が必要な箇所に

ついては、応急工事等により既に対応済（県：約８０箇所）である。国の災害査定も平成３

０年１月に完了したところであり、平成２９年１１月補正と平成２９年当初予算も活用して

早期の復旧及び機能回復を図っていく。 

・建設災害復旧費          ２，４０９，１３１千円 

※被害状況（Ｈ２９．１１／２２時点） 

 台風１８号：１４４箇所 約２，３０１百万円 

  台風２１号： ５０箇所 約１，５７７百万円 

災害復旧事業以外にも、災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業（海岸・港湾）、災

害関連緊急治山事業（治山）等、国の災害関係補助事業で対応を進めている。 

国の災害関係補助事業の対象にならない箇所については、単県災害復旧事業、道路維持修

繕事業（道路）、斜面崩壊復旧事業（治山）等で、きめ細かな対応を進めていく。 

農地・農業用施設災害については、国庫補助事業並びに単県事業（しっかり守る農林基盤

交付金）を活用し復旧するよう、９月補正及び１１月補正で予算化を行った。 

なお、台風１８号及び台風２１号については、県内全域が激甚災害に指定されたことによ

り、国庫補助の嵩上げ並びに交付税措置のある起債（農地等小災害復旧事業債）が受けられ

ることとなった。 

・耕地災害復旧事業（平成２９年災）    ４５，８６４千円 

・しっかり守る農林基盤交付金      ２０５，０００千円 

（94）鳥取砂丘コナン空港の整備について 

鳥取砂丘コナン空港が、県東部の空の玄関としてふさわしい施設となる

よう、整備内容を点検し、利活用が更に促進されるよう検討すること。併

せて、チャーター便誘致や、大雪等による欠航を減らすために、滑走路の

2,500ｍ化へ向けた検討を開始すること。 

現在、鳥取砂丘コナン空港では、その強みである「名探偵コナンの装飾」や「市街地・観

光地との近接性」を最大限活かすため、ターミナルビルの一体化や、近接する鳥取港との連

携強化によるツインポート化を進めている。ターミナルビル一体化では、平成３０年７月の

グランドオープンに向け、空港を航空機利用者のみならず、観光客や地元住民等幅広く利用

されることを目指し、情報・観光・賑わいの拠点化となるよう、駐車場の拡張や愛称化装飾

の強化など空港利用者や関係者のニーズに即した施設整備を検討する。 

 滑走路の延長については、実現できれば、国際チャーター便の就航促進や就航機材の大

型化への対応が可能になる等のメリットがあると認識しているが、滑走路の延長を実施す

るためには、海のある西側への埋立を行うこととなり、他の事例からも多大な費用がかか

ることから、費用対効果の面からも利用者数の更なる増加が必要となる。 

 そのため、先ず航空機の利用促進を図り実績を作っていくことが肝要でありツインポート

という他の空港にない魅力を発信していくことなどで、更なる利用促進を関係者と協力し進

めていく。 

・鳥取砂丘コナン空港グランドオープン関連改修事業 ５７，１５１千円 

・空港ターミナル周辺施設整備事業         ７０，６５０千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（95）鳥取砂丘コナン空港へのコンセッション方式の導入について 

鳥取砂丘コナン空港において、空港ビルの一体化がグランドオープンす

る平成 30 年７月を目指し、指名方式による管理運営へのコンセッション導

入に向けた手続きが進められているところであるが、コンセッション導入

によるメリット・デメリットも含め、鳥取空港の将来のあり方について、

県民に対してわかりやすく説明すること。 

鳥取砂丘コナン空港の運営については、コンセッション方式の導入により、民間による一
体的かつ機動的な空港運営による県財政支出削減を図るとともに、「空の駅化」「ツインポ
ート化」を進め、民間のノウハウを活用し、交流人口の拡大による観光や地域活性化を図っ
ていくことを目的として、平成３０年７月からの導入に向けて手続きを進めているところで
あり、コンセッション導入によるメリット・デメリットを含め、県民に対してわかりやすく
説明していく。 

（96）市道安倍三柳線の整備について 

市道安倍三柳線の延伸について、近年の社会整備交付金と充当率の激減

により、整備の大幅な遅れが予想される中、米子市は県による整備の可能

性を検討している。米子市から県に対して協議があり次第、事業の実現に

向けて、米子市とあらゆる可能性を検討すること。 

市道安倍三柳線の延伸部の整備は米子市で実施することとしており、現時点で県が実施す
ることは考えていないが、現在、県では周辺市街地の渋滞対策や安全対策として、当市道と
交差する県道東福原樋口線のバイパス整備事業を実施中であり、両路線の整備効果が最大限
発揮できるよう、引き続き米子市との連絡調整に努める。 

（97）鳥取港の通関手続体制の整備について 

企業から鳥取港での外貿使用を行いたいとの要望が出ているが、現在、

鳥取監視署では通関手続が行えない。鳥取港における迅速な通関手続体制

の整備について、その可能性を検討すること。 

鳥取港への外国貨物船の通関手続きについては、境税関支署鳥取監視署には通関部門の職
員が常駐していないため、境税関支署からの職員派遣により柔軟に対応していただいている
ところである。 
通関手続きの更なる迅速化については、境税関支署・輸出入者と協議し、その可能性を探

っていく。 

（98）漁港の施設整備・管理に対する支援について 

平成 12 年度の第１種漁港の市町村への管理移管によって、市町は地方交

付税以上の多額の経費を、漁港の整備や港内の砂の浚渫等の維持管理に要

している。ついては、県として、沿岸漁業の振興の観点からも、新たな漁

港の施設整備や管理に対する補助制度を検討すること。 

市町管理漁港は交付税対象施設であり、現在、施設整備・維持管理において概ね交付税措
置額で対応可能であると認識している。県としては、維持管理にかかる補助制度として平成
27年度より「サンドリサイクル協働連携推進交付金」を創設し、市町管理漁港の維持管理に
かかる経費の負担軽減を図っている。さらに機能保全計画の策定により、計画的な維持管理
に対する補助事業の導入を促進しているところであり、今後も支援を図っていく。 
・鳥取県サンドリサイクル協働連携推進交付金 ６，７４２千円 

（99）高速道路の整備促進について 

ミッシングリンクの解消に向けて、山陰自動車道（鳥取西道路、北条道

路、米子境線）、山陰近畿自動車道、北条湯原道路、江府三次道路の早期整

備に全力を挙げること。 

県内高速道路ネットワークのミッシングリンクの解消については、これまでも重ねて国に
対して要望を行ってきた。 
 平成２９年１２月１８日にも鳥取西道路や北条道路の事業推進について要望を行ったと
ころであり、今後も引き続き予算の重点配分や調査の促進を働きかけていく。 
山陰近畿自動車道については、鳥取から福部間について平成２８年度から社会資本整備審

議会道路分科会中国地方小委員会において計画段階評価に着手されており、早期事業化に向
けた調査の促進について国に働きかけていく。 
・直轄道路事業費負担金       ４，５８３，３３５千円 

米子から境港市間の道路整備については、その必要性や整備効果などについて、国・県・
市村で立ち上げた「米子・境港地域と道路のあり方検討会」において議論を行っており、平
成２９年７月２７日に開催された米子市・境港市連携懇談会において両市長とも米子境港間
の高規格道路の整備に向け連携して取り組むことが確認されており、引き続き関係機関が連
携して検討を更に促進していく。 

地域高規格道路の整備促進についても、これまで重ねて国に対して要望しており、引き続
き予算の重点配分を働きかけるとともに、当初予算による対応を検討中である。 
・地域高規格道路整備事業      ３，１８４，０００千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（100）米子・境港間の道路網整備について 

米子・境港間の渋滞緩和、物流効率化を図り、さらに災害時の避難路を

確保するためには、米子・境港間の高規格道路を含めた道路網の整備が必

要である。現在、国土交通省、鳥取県、関係市村、境港管理組合が、「米子・

境港地域と道路のあり方勉強会」を立ち上げ、議論を行っているところで

あるが、引き続き、関係市村・機関と精力的に協議を重ね、今後の米子・

境港間の道路網のあり方について、早期に方向性を示すこと。 

 平成２９年７月２７日に開催された米子市・境港市連携懇談会において両市長とも米子境

港間の高規格道路の整備に向け連携して取り組むことが確認されており、引き続き国・鳥取

県・関係市村が連携し、あり方の検討を更に促進していく。 

（101）建設業関連技能労働者の賃金確保について 

建設業関連技能労働者の安定賃金を確保するため、設計単価が適正に下

請業者の請負金額に反映されているか、引き続き、調査を行うとともに、

建設業法を遵守するよう元請業者への指導を徹底すること。 

建設業関連技能労働者の適切な賃金水準等の確保に向けて、平成２７年３月に定めた「鳥

取県建設工事における下請契約等適正化指針」に基づき、県の金入り設計書を活用した適正

な価格での下請契約の締結及び公共工事設計労務単価を考慮した賃金水準の確保に努める

ことについて、元請業者はもとより県工事に携わる全ての建設業者に求めている。 

当該指針に基づくこれらの取組の実効性を確保するため、下請契約・賃金水準確保に向け

て行う技能労働者の賃金水準等詳細調査及び適正な施工体制確保に向けて行う施工体制調

査において必要な指導等を行っている。 

今後も、各種調査等の実施により的確な現状把握に努め、建設業関連技能労働者の適切な

賃金水準等の確保など就労環境の改善や下請へのしわ寄せ防止対策に取り組む。 

・建設技能労働者の就労環境改善事業   ４，１５５千円 

・建設業健全発展促進事業       １８，５７９千円 

（102）建設業の適正利潤の確保について 

建設業は、地域経済・雇用を維持し、地域住民の安心・安全を守ってお

り、この役割を引き続き、担っていくためには、建設業が適正利潤を確保

し、健全な経営を行っていく必要がある。ついては、適正利潤の確保に向

けて、あらゆる対策を講じること。併せて、関係者の意見や他県の状況を

踏まえ、公共施設設計業務の予定価格の積算の見直しを検討すること。 

建設業の健全な経営、担い手の中長期的な育成・確保のための適正な利潤が確保できるよ

う、国の積算基準及び最新の実勢単価等に基づいた予定価格の設定、入札制度の適正な運用、

計画的な発注、適切な工期設定及び適切な設計変更など、発注者として、必要な対策を講じ

ていく。予定価格の設定については、関係団体の意見や国・他県の状況も踏まえつつ、必要

な見直しがあれば継続して取り組んでいきたい。 

（103）所有者不明土地の利用権設定について 

所有者不明土地の有効活用のため、政府は、５年以上の利用権を設定し、

公園など公益性のある事業目的に使えるようにする新制度を検討してい

る。都道府県に認可権限が与えられる予定であり、新制度に即応できるよ

う研究を深めること。 

所有者不明土地に対する利用権設定については、現在、国土審議会等で議論されていると

ころである。 

制度運用に関する基準については、政省令や基本方針、ガイドライン等で可能な限り明確

化されるとのことであり、国土審議会の検討状況や国の制度整備の動向を注視するととも

に、県も市町村等と連携し、空家対策協議会等の場で、課題の整理や啓発等の役割分担につ

いて市町村等の関係機関と情報交換や研究を行っていく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（104）山陰海岸ジオパークの周遊ルートの道路改良について 

県道網代港岩美停車場線は、近年、山陰海岸ジオパークが世界ジオパー

クネットワークに加盟後、車両の通行量が増加傾向であるが、田後地区内

は道路幅員が狭く、大型観光バスの通行が不可能であり、普通乗用車の通

行にも支障を来している。ついては、地域の活性化、交通安全、産業振興、

観光振興、防災上の観点からも、県道網代港岩美停車場線の早期改良を実

施すること。 

平成２９年度に橋りょう部の詳細設計が完了する予定であり、今後も引き続き、当初予算

による対応を検討している。 

・社会資本整備総合交付金（広域連携（道路）） １，０００千円 

 

 

（105）学校問題解決支援事業について 

学校現場での保護者からの要望が多様化し、教職員が解決困難な問題の

対応に追われる過重労働、メンタルヘルスへの対応が課題である。課題解

決のために、契約弁護士への法律相談の利用促進を図ること。 

利用促進を図るため、これまで県立学校長会や小中学校長会、県・市町村教育行政連絡協

議会等の機会を捉え、制度周知を図ってきたところである。平成２９年度１２月末時点にお

ける利用件数は、前年同期に比べて市町村立学校で６倍、県立学校で１．６倍に増加してい

る。 

今後とも利用促進に向け、様々な機会を捉え、当該制度の有用性等について更なる周知を

図っていく。 

・学校問題解決支援事業          ２，４８８千円 

（106）県立学校ＩＣＴ環境整備事業について 

県立学校全校にタブレット端末の配備は完了しているが、教員の活用が

進んでいない。教員のＩＣＴ指導力の向上が必要であり、対応策を講じる

こと。 

各学校でのＩＣＴ活用教育を推進するため、初任者研修におけるＩＣＴ活用研修、新任の

情報化担当者を対象とした「新任情報化推進リーダー研修」等を開催していく。 

また、県教育センターの指導主事を派遣し、タブレット端末等のＩＣＴ機器を授業で活用

する方法や有効性について教員向けの研修等を行い、教員のＩＣＴ指導力の向上に取り組ん

でいく。 

・ＩＣＴ活用教育推進事業         ２８，５９０千円 

（107）洋式トイレの整備について 

県立高校の洋式トイレ整備率に高校間で大きな差がある。学校間格差是

正のための対応を早急に講じること。 

トイレの老朽化、洋式化対策に年次計画的に１０校（１３棟）でトイレ整備事業に取り

組むこととしており、緊急に著しい格差是正を図るため、平成３０年度の夏休み中から工事

ができるよう、実施設計費を平成２９年度１１月補正予算において措置している。 

また、初年度は２校（２棟）の工事費について、当初予算による対応を検討している。 

・老朽化トイレ（洋式化）緊急整備事業費 １１４,１６８千円 

（108）高校個別施設計画の策定について 

高校施設の老朽化対策のため、個別施設の長寿命化計画を早急に策定す

ること。 

学校施設の長寿命化計画については、文部科学省から平成３２年度までに策定するよう指

導されており、計画策定に必要な専門業者による劣化度調査について、当初予算による対応

を検討している。 

・教育財産管理事業費（劣化度調査）     ５,８９６千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（109）高校の非構造部材の耐震化について 

窓ガラス落下防止対策等の非構造部材対策を、長寿命化改修後、大規模

改修の実施を考慮しながら検討するとしているが、生徒の安心安全はコス

ト計算で後回しにしてはならない。早急に対応を講じること。 

非構造部材対策については、避難所にもなる屋内運動場等の吊り天井、照明器具等の対

策、多目的スペースなど屋内運動場等以外の特定天井を有するものについて、対策を進め

ており、窓ガラス落下防止対策を含め、平成２９年度までに整備を完了する予定である。 

あわせて、その他の非構造部材についても、窓ガラス・外壁落下防止対策として、専門

業者による点検を行うとともに、危険度等を考慮しながら、緊急整備事業等で必要な対策

をとることとしている。 

・教育財産管理事業費（窓ガラス・外壁落下危険度調査 ）  ３,２３４千円 

（110）小中連携等による授業力向上について 

小中連携、小小連携を更に進め、９年間を見通した授業改善を図るため、

モデル校で行われている中学校区全体での学力向上に向けた授業改善への

取組に対する支援について、全県展開を図ること。 

授業力向上に係る小中連携、小小連携については、今後もその必要性や好事例の発信等引

き続き進めていく。各中学校区への支援等については、地域課題に応じてアドバイザー派遣

費の支援等を行うための事業を当初予算により検討している。 

・地域課題に応じた学力向上推進事業           ７，５７６千円 

（111）幼保小連携推進について 

幼保小連携推進への取組について、市町村間で取組状況に差がある。格

差是正に向けた市町村への働きかけを強化すること。 

義務教育以降の学びの基礎となる質の高い幼児教育の全県展開のために、「鳥取県幼児教

育振興プログラム」、「幼保小連携カリキュラム」、「園内研修用資料」を活用し、幼稚園・

保育所・認定こども園の教職員の指導力向上と小学校教育との連携推進に取組んでいる。 

また、地域課題に対応した小学校入学時の不適応状況の未然防止につながる幼保小連携事

業の実施等について、当初予算による対応を検討している。 

・幼児教育充実活性化事業（小学校教職員対象幼保小連携全県研修会） １７９千円 

・幼児教育の推進体制充実事業             ８，８６８千円 

（112）地域未来塾について 

貧困対策としての学習支援は県内の居住地域によって格差があってはな

らない。居住地域にかかわらず、支援が受けられる体制が確立されるよう

取り組むこと。 

「鳥取県子どもの貧困対策推進計画」に基づき、子どもの将来がその経済的な環境によっ

て左右されることのないよう、子どもの貧困対策を総合的に推進しており、「地域未来塾」、

「生活困窮世帯等の子どもに対する学習支援充実事業」等、各地域の状況に応じて、市町村

ごとに貧困対策としての学習支援に取り組まれている。 

また、支援が必要な子どもたちの居場所として整備が進んでいる「こども食堂」における

学習支援についても、新たに「地域未来塾」推進事業を活用して実施できるよう、当初予算

による対応を検討している。 

・「地域未来塾」推進事業                   ４，２０３千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（113）特別支援教育の充実について 

教職員の発達障がいに対する基礎的な知識・技能や指導力の温度差、学

校間格差の解消を図るための具体策を検討し、早急に実行されたい。また、

通級指導教室の拡充への取組を加速すること。 

「あいサポート条例」の制定に合わせて配備した小学校低学年の読み書きの困難に対する

指導支援の充実を目指した教材の市町村への配布、活用促進の研修会の実施や、ＩＣＴ機器

を活用した指導・支援の充実を目指した研修会の実施、ＬＤ等専門員による巡回・依頼相談

等、教職員の専門性向上に努めるための取組について、当初予算による対応を検討している。 

・発達障がい児童生徒等支援事業           １１，５３６千円 

義務標準法の改正により、通級指導に必要な教員定数が平成２９年度から１０年をかけて

基礎定数化となった。教員の配置については、通級指導教室で指導を受ける児童生徒１３人

に対して１人教員が配置されることから、対象児童生徒が在籍する学校全てに、通級指導担

当教員を配置することは困難であるが、児童生徒の状況、県全体のバランス等を考慮して配

置していく。また、年次的な基礎定数化の動きと併せて国に必要な加配措置の要望を行って

いく。 

（114）特別支援学校生徒の就労について 

特別支援学校生徒の職場定着を目指した取組を強化し、職場定着のコー

ディネーターによる体制整備を図ること。 

これまでは就職先の開拓を担う就労サポーターと、職場定着を図る定着支援コーディネ

ーターとを別々に配置していたが、両者を統合して就労・定着支援員として配置すること

により、就職前の学校から就職後の職場への切れ目のない円滑な移行及び効果的な職場定

着の支援を図ることについて、当初予算による対応を検討している。 
・特別支援学校就労促進・職場定着キャリアアップ事業 ２７，０４３千円 

（115）障がい者スポーツの振興について 

特別支援学校卒業後のスポーツ活動の場の確保と障がい者スポーツ環境

の充実について、具体的な対策を検討すること。また、障がいの特性を理

解した外部指導者の育成に努めること。 

特別支援学校の体育施設を拠点とし、地域のスポーツリーダーが中心となり、地域スポー

ツクラブや地域ボランティアの協力を得ながら、特別支援学校の在校生及び卒業生と地域住

民をつなぐスポーツ活動の機会を設けることによって継続的なスポーツ活動ができるため

の仕組みを作る取組や、特別支援学校の生徒を居住地にあるスポーツクラブにつなぐ支援な

どの取組を進める。 

・鳥取発！スポーツでつながる共生社会充実事業     ４，１３０千円 

また、布勢総合運動公園の障がい者スポーツ拠点化に向けて、日本財団をはじめ関係機関

との間で調整を進めているところであるが、これと並行して障がい者がスポーツを始め、楽

しみ、技量を高めるガイド機能を新たに設けることとしており、その核となる人材の確保・

指導者の育成を進め、スポーツの輪を広げていく。 

・障がい者スポーツ鳥取モデル構築事業         ８，０００千円 

（116）大学入学共通テストへの対応について 

平成 32 年度から「大学入学共通テスト」を受験する生徒や学校現場が混

乱しないよう組織的な対応をするとともに、対応内容や状況を県民に周知

すること。 

平成２８年度から県内高校管理職・教員等で構成する委員会やワーキンググループを設置

し、国の動向を注視しつつ、大学入学共通テスト等へ対応するため、授業改革のあり方、大

学進学に係る進路指導といった高大接続改革における個別課題の検討を進めている。 

また、該当生徒が高校入学後には、高大接続改革の内容や実施時期等について、個別面談

等の際に保護者や生徒等への周知していく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（117）平成 31 年度以降の県立高校のあり方について 

平成 31 年度以降の県立高校の生徒減少による学級減については、人口減

少と人手不足という県内産業、県経済が直面する問題への影響を考慮し、

実業系の学級減については、慎重かつ十分な議論を踏まえた上で、決定す

ること。 

平成３１年度以降の生徒減少に伴う学級減については、普通学科と専門学科のバランス、

産業界のニーズ、生徒や保護者の意向等を総合的に勘案しながら決定していく。 

（118）実業系専攻科の設置について 

県内企業の人手不足、人材不足という課題解決のため、高校の空き教室

を利用した実業系専攻科の設置を検討すること。 

県内企業の人材不足、人材育成等の課題については、関係各機関において担う役割等につ

いて検討していく必要があり、産業人材育成センター、ポリテクセンター、高等学校等で構

成される会議の中で検討していく。 

また、当該会議での議論も踏まえて、専攻科等についても考えていく。 

（119）いじめ・不登校への対応について 

スクールソーシャルワーカーの人材不足を解消するため、有資格者の処

遇改善に取り組むこと。また、スクールソーシャルワーカーの養成に当た

っては、スクールソーシャルワーカーの質の担保を第一に取り組むこと。 

市町村配置のスクールソーシャルワーカーは市町村が採用しているため、市町村と連携を

取りながら処遇改善等について検討していく。 

また、平成２６年度から実施しているスクールソーシャルワーカー育成研修を今後も継続

するとともに、平成３０年度より、新任及び経験の浅いスクールソーシャルワーカー対象の

研修と数年経験したスクールソーシャルワーカー対象の研修を設けることを検討している。 

・スクールソーシャルワーカー活用事業        ４６，５３５千円 

（120）魅力ある学校づくり・特徴ある人材育成について 

平成 28 年３月に策定された「今後の県立高等学校のあり方に関する基本

方針（平成 31 年度から平成 37 年度）」において、平成 31 年度以降の生徒

の減少については、分校や再編等ではなく、学級減で対応するとともに、

特色ある取り組みを推進する学校の存続に最大限の努力をするとしてい

る。そのためには、学力偏重の風潮を正し、特徴ある人材の育成が必要不

可欠であり、更なる魅力ある学校づくりをしなければならない。その基礎

となる教員の資質向上はもちろんのこと、教員の適正配置には最大限留意

すること。 

「大学進学」、「アクティブ・ラーニング推進」、「キャリア教育」等の、各高等学校が重点

的に取り組むべき項目を県教育委員会が指定し、各高等学校の特色化・魅力化をより一層推

進する「県立高等学校重点校」制度を平成３０年度から実施することとしており、予算配分

等の支援を行うとともに、教育課程や学校の特色等を考慮した教員の適正な配置に努めるこ

ととしている。 

（121）米子市立米子養護学校の県移管について 

米子市立米子養護学校の県移管によって、病弱教育の小学部から高等部

までの一貫した教育体制が整う。これを契機に鳥取大学医学部付属病院の

院内学級との連携を更に強化し、ＩＣＴを活用して院内学級で皆生養護学

校の授業が受けられる体制づくりを検討すること。 

ＩＣＴを活用した遠隔地への学習支援については、現在、鳥取県×日本財団共同プロジェ

クトとして、分身ロボット「OriHime」（分身ロボットを通して、人と会話ができ、院内等に

いても学校にいるのと同じような感覚で学べる）を活用した授業参加について検証を行って

いるところであり、平成３０年度も引き続き検証を行いながら、より良い遠隔地への学習支

援の方法について検討していく予定である。また、院内学級については、今後の特別支援教

育のあり方の中で検討していく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

３ 個別課題への対応について 

１）「介護職支援助手」の育成・参入促進について 

介護職員の負担を減らし専門性の高い仕事に専念できるよう、配膳や洗

濯などを担う「介護職支援助手」の育成、参入促進を図る支援策を検討す

ること。併せて、中高年齢者や短時間勤務求職者等の多様な人材の活用を

図ること。 

 
介護施設等における業務の機能分化を行い、地域の元気な中高年者等に介護専門職の助手

として周辺業務を担ってもらうため、介護施設関係団体等が介護助手の育成研修・就労マッ

チング等を行う場合に、その経費を支援する事業を当初予算で検討している。 
・元気なシニアパワーで地域を支える仕組みづくり事業（介護助手の養成）４，３５７千円 
 
 

（２）治療的ケアの必要な重症心身障がい児・者の在宅支援について 

治療的ケアの必要な重症心身障がい児・者及びその家族等が安心して生

活できるよう、関係団体・病院関係機関等との連携を密にするとともに、

相談支援センターの設置及び支援策を検討すること。 

県では、日本財団との共同プロジェクトの一つとして、各圏域に重症心身障がい児者や医

療的ケアが必要な方及びその家族の在宅生活を支えるための拠点施設を整備することとし

ているが、現在、開設・運営を主体的に担っていただける団体と緊密な連携を図りながら事

業を進めているところである。 

 今後は、施設整備等、ハード面での整備のほか、当該団体に対する運営面での支援につい

て、どのような助成が可能かどうか検討したい。 

（３）「まちの保健室」の支援について 

「まちの保健室」の運営はボランティアにより成り立っており、体制も

十分な状況ではないため、運営継続に向けた支援策を検討すること。 

看護協会が実施している「まちの保健室」についてはボランティアや活動経費の確保に苦
慮している旨、聞いているところであり、みんなで取り組む「まちの保健室」事業において
支援できることがないか、現状における課題等を看護協会と協議した上で対応を検討した
い。 
・健康づくり鳥取モデル事業（みんなで取り組む「まちの保健室」事業）１，０００千円 

（４）「がんカフェ」の開設について 

がん患者は、退院後、抗がん治療を受けながら日常生活をしているが、

就労復帰・継続や日常生活に不安を抱えている。その不安を解消するため、

同じ体験を共有し、支え合うことのできる場である「がんカフェ」の開設

を検討すること。 

がん患者同士の支えあい（ピアサポート）の力は大きく、実践する場としての「がんカフ

ェ」は有効であると思われるため、当初予算で検討している。 

・がんカフェ運営支援事業              ５００千円 

（５）助産師による産後ケアを受けるために必要な助成制度の創設につい

て 

母乳保育を始め、子育ては短期間で軌道に乗らないため、子育てに不安

をもつ母親が増加し、産後うつになりやすい傾向にある。健やかな子育て

のため、最低 1 回、無料で保健指導や乳房ケア等が受けられる制度の創設

を検討すること。 

乳房ケアを含めた産後ケア事業については、各市町村で取り組めるようとっとり版ネウボ

ラ推進事業の対象事業としている。 

・とっとり版ネウボラ推進事業  ２５，０９９千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（６）全市町村への母子・父子支援員の配置について 

ひとり親家庭の就業や生活全般に関する相談指導、援助を行う母子・父

子自立支援員について、ひとり親家庭が抱える諸問題に即応するため、関

係市町村と連携して、県下全域への配置を検討すること。 

母子・父子自立支援員は、福祉事務所に配置することになっており、福祉事務所未設置

である三朝町と大山町以外の市町村には全て母子・父子自立支援員は配置されている。 

 三朝町と大山町については、県中部・西部福祉保健局にそれぞれ１名の母子・父子自立

支援員を配置し、２町におけるひとり親家庭からの相談に対応しているため、県下全域に

おいて、ひとり親家庭からの相談に対応できる体制は整っている。 

研修等を通じて母子・父子自立支援員のスキルアップも図りながら、引き続き、ひとり親

家庭に対する相談体制の充実に努めたい。 

・ひとり親家庭等就業・自立支援事業（母子・父子自立支援員等研修事業） ３１７千円 

（７）貧困対策充実のための現状調査の実施について 
子どもの貧困対策として、「学習支援」や「子ども食堂」などが取り組ま

れているが、貧困の解消に向けて、より効果的な取組についての調査研究
が必要だと考える。まずは、ひとり親家庭等の子ども達の貧困の現状を把
握する調査の実施を検討すること。 

県においてはこれまでも「ひとり親家庭についての実態調査」を５年ごとに実施してきた

ところであり、次回は平成３０年度を予定している。次回調査では、ひとり親世帯の貧困の

現状や必要な施策について、把握する予定にしている。 

・鳥取県ひとり親家庭等実態調査 ２，１３２千円 

（８）ひとり親家庭等向けの研修会の充実・強化について 

ひとり親家庭等の保護者に対し、必要な情報や学びの場を提供し、早い

時期から必要な支援や相談を促すため、研修会（親支援講座）の実施を検

討すること。 

子育てと就労を単独で担うことが多いひとり親にとって、仕事などにより相談窓口を利

用しにくいケースが多いため、各種支援施策をホームページで広く情報提供する「ひとり

親家庭等支援サイト」を開設し、予めメールマガジンに登録していただいた利用者には、

住宅支援、就業支援、子育て支援等について、時宜に合わせた情報を配信している。また、

市町村の児童扶養手当の申請窓口等には、「鳥取県ひとり親家庭のしおり」を配架する等、

必要な情報提供に努めている。 

ひとり親家庭の保護者を対象とした研修会の実施については、まずは、各種相談窓口等の

支援現場から状況を伺い、どのようなニーズが求められているか把握していきたい。 

（９）ひとり親家庭等の住環境の充実について 

ひとり親家庭、寡婦の住環境の充実のため、空き家等をシェアハウスに

改築するための支援制度の創設を検討すること。 

ひとり親家庭等の住環境充実のための空き家等を活用したシェアハウスについては、まず

は、県内におけるニーズ（平成３０年度に県が実施予定である「ひとり親家庭についての実

態調査」を通じて、ひとり親の住環境に関することも調査する予定）や運営主体をどうすべ

きか等、事業実施にあたって必要な事項について検討してみたい。 

・鳥取県ひとり親家庭等実態調査      ２，１３２千円 

（10）災害時における食支援について 

災害時には、被災住民の健康保持における栄養･食生活面での支援が非常

に重要であり、また、管理栄養士、栄養士が食を通じて身体、精神面に大

きな役割を果たすことから、災害に備えて、災害時の栄養･食生活支援マニ

ュアル等の作成及び県民への普及啓発を検討すること。 

災害時における食支援の取組について、マニュアルやリーフレットの作成及び公開講座の

開催については、鳥取県栄養士会と協議の上、「食の応援団」支援事業で補助している経費

（公開講座の開催等）の中で実施することを検討したい。 

・「食の応援団」支援事業           ４，８６２千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（11）障がい福祉施策の充実について 

あいサポート条例を実効性あるものにするため、事業者や県民が障がい

福祉に関心を持ち理解してもらう草の根的事業に積極的に取り組むこと。 

あいサポート条例に基づき事業者や県民による障がい者に対する理解を更に深めるため、

希望する県内企業等を対象に、障がいのある当事者が企業等を訪問して講話を行う取組を平

成２９年６月補正予算で開始しており、その取組を引き続き実施するとともに、市町村や関

係機関等とも協力して、障がい者と健常者との交流促進やヘルプマークの広報を始めとする

県民向けの啓発活動を幅広く展開する。 

・あいサポート推進事業          １４，０２５千円 

（12）手話通訳者派遣に係る団体への助成制度の拡充について 

手話通訳者の利用頻度が高い福祉団体は、財政基盤が脆弱な団体が多い

ため、手話通訳者派遣にかかる団体への助成制度の拡充を検討すること。 

派遣を希望する団体の負担軽減のため、現在、手話通訳者１名分を公費負担しているが、

財政基盤が脆弱な障がい者福祉団体への更なる支援について、当初予算の中で対応を検討し

たい。 

・手話でコミュニケーション事業 ９８，３８１千円  

（13）漁業就業希望者の研修機会の充実について 

漁業就業者確保対策事業について、研修生自らが製作した研修用具を漁

場で使用することで実践的な技術習得ができるよう、現行の研修用具費（上

限 3 万円／年）を、教材費（上限 50 万円／研修中）に改変するなど、対象

経費の見直しを検討すること。 

現行の研修用具費（上限３万円／年）の内容を見直して漁具作製費を含めることとし、

上限額を５００，０００円に拡充することなどを当初予算において検討している。 

・漁業就業者確保対策事業     １０１，０２１千円 

（14）新規漁業就業者の経営基盤整備の負担軽減について 

漁業経営開始円滑化事業について、新規漁業就業者が漁業経営を開始す

る際の経営基盤整備の負担を軽減するため、実施期間を独立後 2 年間とし

事業費上限を 3,000 万円に引き上げるとともに、研修開始年齢を 65 歳未満

とすること、親子乗り漁船を対象に加えることを検討すること。 

漁業就業者の確保に向けて、漁業経営開始円滑化事業の実施期間を３年間（２回まで）に

延長するとともに、補助対象上限額の３０，０００千円への引き上げ（現行：２５，０００

千円）や、シニアを受け入れるための対象年齢の６５歳未満への引き上げ（現行：５０歳未

満）を当初予算において検討している。なお、親子乗りであっても、後継者が新たに漁船を

建造する場合は、現行制度でも支援の対象となっている。 

・漁業就業者確保対策事業     １０１，０２１千円 

（15）ナラ枯れ被害の拡大防止について 

ナラ枯れ被害が多く発生しており、被害の拡大を防ぐために必要な防除

対策費の確保について、国へ強く働きかけること。 

ナラ枯れ対策事業については、立木くん蒸等による駆除及びカシナガトラップ等による予

防等、必要な予算を当初予算で検討している。事業実施に必要な財源確保について、引き続

き国へ要望する。 
・ナラ枯れ対策事業             ９８，０１６千円 

（16）主伐・再造林の推進について 

偏った森林資源構成を平準化するためには、間伐に加え、主伐・再造林

の推進が不可欠であることから、負担軽減のための制度創設を国へ働きか

けるとともに、県による再造林費用の嵩上げや間伐と同様の搬出助成措置

を検討すること。 

国の新規事業を活用しながら再造林の推進を図ることとし、必要な予算確保について国に

要望する。 
造林事業の再造林に係る補助率は、引き続き県嵩上げにより、広葉樹８５％、クヌギ・コ

ナラ・少花粉スギ９０％で支援する。 
クヌギ・コナラ・少花粉スギの再造林に係る森林作業道整備について、当初予算において

県嵩上げの拡充を検討している（６８％→最大９０％）。 
皆伐に関する搬出助成は、間伐の搬出助成とのリバランスをとる必要があり、現時点にお

いて厳しい状況であるが、継続して検討していく。 
・林業成長産業化間伐等促進事業（うち再造林分） ５，０００千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（17）林業振興のための路網整備について 

森林の利活用、林業・木材産業の振興のためには、林道、作業道の林内

路網の整備が不可欠であり、十分な予算措置を講じ、林道整備を進めるこ

と。また、大型化・高性能化する機械に対応し、安心して施業できるよう、

林道、農道等の拡幅、修繕、補強等の整備助成の創設を検討すること。 

路網整備については、整備促進に向け国に十分な予算の確保を要望している。 
・林道（公共事業）         １，０４８，５１７千円 
・路網整備推進事業            １６，４７０千円 

農道等の修繕などについては、「しっかり守る農林基盤整備交付金」により農林道など
の農林業生産基盤の小規模な整備・補修を支援しているところであるが、今後も、具体的
な実情を伺いながら必要な施策を関係者と一緒になって検討する。 
・しっかり守る農林基盤整備交付金 ２０５，０００千円 

（18）A材の販路拡大について 

都市部におけるＡ材の販路拡大には、継続的に営業活動を行うための拠

点や優良な工務店等との連携等が必要である。営業活動を行うための拠点

の設置経費及び都市部での情報発信等への助成制度の創設を検討するこ

と。 

Ａ材の販路拡大を行う事業者への取組については、「鳥取県版経営革新総合支援事業」に
より支援することしている。 
・鳥取県版経営革新総合支援事業       ９８０，１７１千円 

（19）県産材の販路拡大・利用拡大について 

林業の成長産業化を推進するためには、森林認証材の安定的な供給体制

を構築することが必要である。認証普及の推進、継続認証を得やすい環境

の整備及び森林認証林・材の普及啓発のための予算を確保すること。 

鳥取県産森林認証材を全国的に普及するため、東京オリンピック・パラリンピック関連施
設である「選手村ビレッジプラザ」の建築材料として、森林認証材を提供することとし、当
初予算による対応を検討している。さらなる森林認証材の普及については、関係者の意見を
伺いながら必要な施策を検討したい。 
・[東京オリ・パラ]選手村ビレッジプラザ向け県産材供給事業  ２，０５２千円 

（20）森林の航測レーザーの計測の実施について 

地盤情報の活用による治山・林道計画支援、各種現場業務の発注におけ

る地上検査の代替、森林調査簿等の基礎データの整備などの業務への応用

が期待できる森林の航空レーザー計測の実施を検討すること。 

国の事業を活用した航測レーザー計測の実施について、２月臨時議会予算及び当初予算に
おいて検討している。 
・【２月補正】林業・木材産業強化総合対策事業（うち航空レーザー測量分） 

 １１０，３０５千円 
・林業成長産業化航空レーザー計測事業       ７４，５２０千円 

（21）私立学校の振興について 

ア．優秀な人材を育てるための教職員の人材確保について 

①教育県鳥取の再構築に向けて、地元の鳥取大学において教員免許の取

得が容易となるような仕組みを検討するとともに、教職員の資質の向

上に向けた研修制度の充実を図ること。 
②次代を担う子ども達を健全に育むため、優秀な教員の確保は不可欠で

ある。全国平均を大きく下回っている私立幼稚園運営費補助の拡充を

図り、幼児教育の環境を整備すること。 
イ．優秀な人材を育てるための環境整備について 

①グローバルな人材育成を推進するには、ＩＣＴ環境の整備が重要であ

る。校内ＬＡＮの整備・生徒のパソコン配備充実を図ること。 
②県内専門学校への進学を促進するため立ち上げた進路指導協議会が開

催する「県内専門学校進学フェア（仮称）」の支援を検討すること。 

県と鳥取大学とは相互の意見交換等を通じて本県教育の向上のため一緒に取り組んでい
るところ。また、教職員の研修については、県教育センターで実施されている研修に加え独
立行政法人教員研修センター（茨城県つくば市）が実施する研修を活用して、私立学校教職
員の資質の向上を図っていく。 
実態に合わせた運営費補助となるよう、平成１８年度以降据え置きとしていた補助単価の

改定について当初予算による対応を検討している。併せて、平成２９年度に創設した教員の
処遇改善のための助成を引き続き行う。 
・私立幼稚園運営費補助金              ２８３，０８５千円 

私立学校に対しては、アクティブラーニングを実践するために必要な機器や備品の整備に
対する補助（補助率３／４）を行っており、引き続きＩＣＴ環境の整備充実を支援していく。 
・私立学校による新たな学び推進事業（私立学校アクティブラーニング推進事業）１８，２４０千円 

「鳥取県専門学校進学フェア（仮称）」については、開催経費や高校生の送迎用バス借り
上げ料等を、一般社団法人鳥取県私立学校協会を通じての支援を当初予算で検討する。 
・私学共済事業等助成事業 
（鳥取県専門学校進学フェア（仮称）に対する助成）   １００千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（22）果樹の新規栽培者の確保・育成への支援について 

果樹農業者の高齢化や後継者不足により、既存の団地等においても遊休

化している樹園地が増加しており、既存生産者が栽培を断念し回復不能な

園になる前に対策を講じるため、新規栽培者により栽培が継承できるシス

テム及び新規栽培者への研修体制の構築、個別包装機や乾燥機などの既存

施設の拡充への支援を検討すること。 

園芸産地の将来像をＪＡ生産部で話合い、将来の生産量の確保に必要な人材確保対策や農

地・機械等の継承対策を内容とした産地の「将来ビジョン」の作成支援と、果樹における園

地継承するまでの維持管理をＪＡ生産部で行う体制づくりへの支援を当初予算で検討して

いる。また、個別包装機や乾燥機などの既存施設の拡充については、国補正による対応を検

討している。 

・園芸産地継承システムづくり支援事業        ６，４００千円 

・【２月補正】産地パワーアップ事業      ２２０，０００千円 

（23）肉牛肥育経営におけるセーフティーネット事業の構築について 

マルキン制度においては、乳用種・交雑種が現在補填金発動中であり、

肉専用種においても、本年にはマルキンの発動が予想される。現行制度上、

２割部分は生産者のマイナス部分となるため、肥育経営への深刻な影響が

懸念されることから、補填率を８割から９割へ引き上げるよう国へ働きか

けること。 

牛マルキン制度は、平成３０年度の１年間に限って緊急的に９割補填への引き上げが決定

されたところである。牛・豚マルキンの補填率の引き上げについては、ＴＰＰ協定発効を待

たずに早期に実施されるよう、引き続き国に要望していく。 

（24）白ネギ・ブロッコリーの産地振興について 

白ネギについて、共同での出荷調整作業場の設置、収穫機運搬用トラッ

クのリースなど、面積拡大に必要な機械施設への支援、経営安定に向けた

経営指導の充実を図るとともに、黒腐菌核病、ネダニなどの重要病害虫へ

の対策を検討すること。 
ブロッコリーについて、黒すす病の発生原因究明と防除対策を検討する

こと。 

白ネギは、共同の出荷調整作業場の設置、機械等の整備支援、難防除病害への緊急防除対

策を当初予算において検討している。また、黒腐菌核病、ネダニに対しては園芸試験場、西

部農業改良普及所等が国・他県と共同で防除体系構築に取り組んでいる。 

・＜農業生産１千億円達成総合対策事業＞戦略的園芸品目（白ネギ）総合対策事業３０，５３９千円 

ブロッコリー黒すす病については、緊急防除に対する支援を行うとともに、園芸試験場及

び農業改良普及所が現地と協力しながら発生原因の究明と防除対策に取り組んでいるとこ

ろであり、引き続き対応する。 

（25）酪農経営安定対策の確立について 

ア．加工原料乳生産者補給金について、酪農経営の再生産の確保と将来に

向けた投資が可能となる補給金単価水準の設定と、需要の変化に応じて

安定的に乳製品が供給されるよう交付対象数量の設定を検討すること。 
イ．集送乳調整金について、条件不利地を含む地域からあまねく集乳を行

い、用途別の需給安定や集送乳の合理化等にも取り組む指定団体の機能

に十分見合った金額となるよう検討すること。 
ウ．日ＥＵ・ＥＰＡ大枠合意等をふまえ、生産者が安心して経営を継続で

きるよう、万全な用途別の需給安定対策の実施のほか、補填率の引上げ

など、加工原料乳生産者経営安定対策事業の拡充を検討すること。 

 

平成３０年度の加工原料乳生産者補給金の交付対象数量は３４０万トン、集送乳調整金に

ついては２．４３円／ｋｇと生産者補給金と合わせた単価は１０．６６円／ｋｇと１０銭の

増となり、当面生産者が安心して経営継続できる単価が設定された。今後も情報収集に努め、

必要に応じて国に対策を求めて行きたい。また、加工原料乳生産者経営安定対策事業の補填

率の引き上げ等事業の拡充については、鳥取県は飲用向け牛乳の生産が中心で加工原料乳の

割合が低いため、今すぐ必要であるとは思われないが、今後補てん率引き上げしなければな

らない状況が生じた場合は、直ちに国に対して要望していきたい。 

（26）鳥取県未来人材育成奨学金の対象業種の拡大について 

県外大学生などの鳥取県へのＩＪＵターンを促し、就農・就業に結び付

けるため、関係団体と連携して、「農業分野」を鳥取県未来人材育成奨学金

の対象業種に加えることを検討すること。 

当初予算において、業界から要望のあった農林水産業の分野を対象業種に加えることを

検討している。 

・鳥取県未来人材育成奨学金支援事業 ２３６，８２５千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

（27）西瓜の団地化推進に伴う支援の拡充について 

施設団地化の取り組みにより西瓜農業者の所得は向上しているものの、

需要のある７月販売のボリュームが欠け、販売強化につながっていないこ

とから、７月販売を支えるトンネル栽培に係る資材への支援を検討するこ

と。併せて、団地事業推進に係る苗代等の支援及び現品種に代わる試験調

査費の支援を検討すること。 

スイカ団地の拡大推進に必要な７月（トンネル栽培）のトンネルの生産資材等については、
国事業「産地パワーアップ事業」の２月臨時議会予算並びに当初予算において検討している。
併せて苗代、新品種試験等についても当初予算において検討している。 
スイカ団地整備に向けては、鳥取型低コストハウスの導入推進を図り、産地力、販売力を

強化する取組を継続して支援する。 
・【２月補正】産地パワーアップ事業（基金事業）                １２０，０００千円 
・＜農業生産１千億円達成総合対策事業＞園芸産地活力増進事業（中山間地域等特産物育成タイプ） 
                                                             ２０，０００千円 
・【２月補正】鳥取型低コストハウスによる施設園芸等推進事業     ３２８，０００千円 

（28）生産基盤維持・拡大の取組について 

「ねばりっこ」の生産拡大に向けて、適応性、収量、品質を確認するた

めの試験圃場を設置及び試作への支援を検討すること。また、西瓜・梨・

柿の加工用用途の開発し、新たな需要を創造するため、試作試験にかかる

費用等の支援を検討すること。 

「ねばりっこ」の試験ほ場の設置及び試作の支援については、各ＪＡでの設置に向けて、

当初予算において検討している。 

・＜農業生産１千億円達成総合対策事業＞園芸産地活力増進事業（新技術イノベーションモデルタイプ） 

 １，５００千円 

西瓜・梨・柿等の加工用用途の開発、試作については、個別の相談に対応を行い、当初予

算において検討している。  

・＜農業生産１千億円達成総合対策事業＞園芸産地活力増進事業（中山間地域等特産物育成タイプ）

  ２０，０００千円 

（29）「県版肉用牛クラスター事業」の継続等について 

鳥取和牛振興総合対策事業のうち「県版肉用牛クラスター事業」につい

ては、県内畜産農家の事業継続要望が強いことから、平成 30 年度以降の事

業継続を検討すること。 

国の畜産クラスター事業に採択されなかった案件があった場合は、早急整備の必要性等を

判断しながら、支援を検討したい。 

（30）県内農家等における労働力確保について 

県内の農家、梨選果揚及び各生産現場等おいて、季節雇用者等の人員確

保が難しくなっていることから、関係団体等と連携して、農家の省力化（機

械等）や各ＪＡが検討中の「農業人材紹介センター」などの労働力確保対

策への支援を検討すること。 

労働力確保対策として、各農協が設置予定の「農業人材紹介センター」に対する運営費に

ついて支援するとともに、農家の省力化につながる新たな省力化機械・低コスト化技術の開

発を促進する取組について、当初予算において検討している。 

・農業人材紹介センター設置支援事業         ４，５９２千円 

・鳥取版スマート農林水産業推進事業         ３，５２８千円 

（31）新たな輸出品目への支援について 

新たな輸出品目の安定取引に向けた販売先の確保のため、現地での試食

宣伝等への支援を検討すること。 

海外への県産農林水産物等の販路拡大に係る支援について、当初予算において検討してい

る。 

・「食のみやこ鳥取県」輸出促進活動支援事業    ７２，５５０千円 

（32）事業承継対策について 

県内にも後継者問題を抱える事業者が多数存在する現状を踏まえ、県、

市町村及び公的支援機関等と連携し、県全体で後継者問題に対応できるネ

ットワークの整備等を検討すること。 

 事業承継における関係機関の連携については、「とっとり企業支援ネットワーク」を通じ

て商工団体及び金融機関による体制を構築しているが、創業者や移住定住者による承継にも

繋げるよう、来年度から市町村・定住機構・県立ハローワークも加わった新たな体制構築を

予定している。 

 


